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Abstract 
 
   The first purpose of this study is to derive an improved Doppler shift equation by 
taking into account the fact that the speed of sound actually depends on the propagation 
path, as opposed to the conventional equation that assumes a constant speed of sound in 
propagation media used in current ultrasonic Doppler devices. The second purpose is to 
propose an ultrasonic device to remotely measure water temperature as an application of 
the derived Doppler equation. In the first half of this paper, the Doppler shift equation 
when the speed of sound and ocean currents change along the propagation path is 
derived based on the change in the length of an ultrasonic pulse. It is shown that the 
equation is a function of only the speed of sound at the source and at the target. The 
improved Doppler shift equation is then used to show that the relative error in the 
movement speed of the target using the conventional equation is inversely proportional 
to the ratio of the speed of sound near the target to that near the source. No 
measurement error occurs with current ultrasonic Doppler devices if the distribution of 
the speed of sound in the propagation medium is considered to have a stratified 
structure with depth. Experiments were conducted in a glass water tank to validate the 
improved equation, and these confirmed that the measured Doppler shift data were in 
good agreement with the theoretical predictions. In the latter half of the paper, we 
consider the possibility of applying the improved Doppler shift equation to realize an 
ultrasonic device that remotely measures water temperature. The speed of sound in 
water changes mainly due to the water temperature, and the exact relation between the 
water temperature and the speed of sound is well known empirically. Therefore, if the 
speed of sound at the target can be measured using the improved equation, the water 
temperature can be obtained by inversely calculating the experimentally validated 
equation. Based on this idea, we proposed an ultrasonic remote water temperature 
measurement device that combines a current profiler that measures the Doppler shift 
caused by the target (i.e., sea current) and a correlation current profiler measuring the 
movement speed of the target. Investigation of the accuracy of actual measurement 
values obtained with the Doppler current profiler and the correlation current profiler 
that are in practical use confirmed the feasibility of the remote water temperature 
measuring device. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
音速変化が伝搬路上に存在するときのドプラシフト 
計算式とその応用に関する研究 
 
田中 正吉 
 
概要 
 
	 本論文の第一の目的は，現行の超音波ドプラ装置で使われる伝搬路上の音速
を一定値と仮定するドプラシフト計算式に替えて，伝搬路上の音速が場所によ
って変化しているときのドプラシフト改善計算式を新たに導出することである．
第二の目的は，その応用例として超音波式リモート水温計を提案することであ
る．論文の前半は，音速と流速（流速は実質的に音速を変化させる）が伝搬路
上で変化するときのドプラシフト計算式を超音波パルスの時間幅の伸縮変化を
基に新たに導出し，改善計算式は音源周囲の音速と反射体周囲の音速の関数で
表されることを示した．その改善計算式を使って，従来計算式における反射体
移動速度の相対誤差が，パラメータ A（音源周囲の音速に対する反射体周囲の音
速の比）に逆比例することを明らかにした．また，現行の超音波ドプラ装置の
測定誤差について，伝搬媒体の音速分布が層構造であれば誤差は発生しないこ
とを明らかにした．また，水槽を使って改善計算式の実証実験を行い，理論値
と実測値が良く一致することを確認した．後半は，改善計算式の応用として，
超音波式リモート水温計の実現の可能性について考察した．水中の音速は，主
に水温によって変化し，水温と音速の正確な関係（実験式）が分かっているの
で，もし改善計算式を使って反射点の音速が測定できれば，実験式を逆算する
ことによって水温を求めることができる．この考えの基に，反射体（海流）の
ドプラシフトを測定するドプラ流速計と反射体の移動速度を測定する相関流速
計とを組み合わせた超音波式リモート水温計の装置構成を提案した．実用化さ
れているドプラ流速計と相関流速計の測定精度の実力値をそれぞれ調査した結
果，リモート水温計の実現可能性について肯定的な結果が得られた． 
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第 1 章	 序論 
 
1.1 研究の背景と目的 
	 音源と観測者の間に相対的な速度が存在するとき，観測者は音源の周波数が
相対速度に比例して変化する音を聞く．この物理現象が，ドプラ効果と呼ばれ
るよく知られた現象である．この効果は，1842 年オーストリアの物理学者クリ
スチャン・ドプラ (Christian Doppler, 1803 ~ 1853) によって初めて定式化された
[1]．Doppler は文献[1]の中で，提示した式を使って主に星の色（光の周波数）に
ついて論じている．後にこの効果は彼の名が冠せられるようになった． 
	 この効果は音波，電波，光，X 線などの全ての波動に生じる．この効果の唯
一の応用は，観測者が受信した信号の周波数変化（これをドプラシフトと呼ぶ）
を測定することによって，音源と観測者の相対速度を推定できることである．
例えば，道路脇に設置されたレーダが道路を走る車に向かって電波を送信し，
車からの反射エコーを受信するとき，受信電波のドプラシフトから車の速度を
リモートにて測定できる．あらゆる波動に適用できるため，その応用範囲は多
様である[2]． 
	 ドプラ効果の応用は，アメリカにおいて，第二次世界大戦後間もなく 1950 年
代に入って，大気の鉛直流を測定する気象用ドプラレーダの開発として始まっ
た．そして遅れること 20 年余，ドプラレーダとして先行した応用技術は，1970
年代に入って水中音響の分野にも波及した[3], [4]． 
	 水中音響分野における応用は，初めは狭い超音波ビームを使って海底からの
反射エコーを検出する対地船速計 (Doppler sonar) の開発から始まった[5]．その
後，海中に漂う微小散乱体（プランクトン，マリンスノー，水温の揺らぎなど）
からのエコーを検出することによって，対水船速計 (Doppler logs) や海水中の流
速分布を測定する流速計 (ADCP *，Acoustic Doppler Current Profiler) へと応用が
拡大していった[6], [7], [8]． 
	 これらのドプラ効果を利用した水中音響機器では，ドプラシフトを計算する
ときの音速は，伝搬媒体中で均一な一定値としてトランスデューサの周囲の音
速が使われる[9]．しかし，実際の海洋では，主に海水の温度，圧力，塩分濃度
によって音速が変化するので，海域や季節にもよるが，水深数百 m の音速は海
面の音速と比較して 1 ~ 2 %遅くなる．このように伝搬媒体の音速が水深によっ
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て変化するにもかかわらず音速を一定値と仮定してドプラシフトを計算し，そ
の値から船速あるいは流速を測定すると，何らかの測定誤差が発生すると予想
される．また，水中音響の伝搬路上には，例えば船舶が航行するときに船底に
引きずられて船と同じ方向に流れる伴流（ウエーキ）やその他の海流などの伝
搬媒体の流れが存在する．これらの流れは実質的に音速を変化させると考えら
れるので，海流も何らかの測定精度に影響を与えることが懸念される．しかし，
伝搬路上に存在する音速変化や海流がドプラシフトの測定精度に与える影響に
ついて統一的に考察された報告例は見当たらない． 
	 そこで，本研究の第一の目的は，伝搬路上の音速と流速が場所によって変化
するときのドプラシフト計算式を新たに導出することにある．続いて，その導
出された改善計算式を用いて，音速を一定と仮定する従来計算式によって発生
する誤差を定量的に評価することにある．また，改善計算式の妥当性を実証す
るために，水槽を使ったモデル実験の方法と結果を述べることである． 
	 次に本論文の第二の目的である超音波式リモート水温計について述べる．物
質（空中，水中あるいは金属）中を伝搬する超音波は，伝搬媒体の温度によっ
て音速がかなり変化する．この性質を利用すると，超音波を使って逆に伝搬時
間の変化，すなわち，音速の変化からその伝搬媒体の温度を遠隔で測ることが
できる．超音波を使った温度計のもっとも簡単な方法は，設置間隔が既知の送
波器と受波器を対向させ，その間で超音波の送受を行い，伝搬時間を測定する
方法である．しかし，このようにして求めた音速は，伝搬路の平均音速である
ので，したがって伝搬路上の平均的な温度となる． 
	 音波を使って伝搬路上の場所ごとに変化する水温分布をリモートで測定する
方法として，海洋音響トモグラフィ (Ocean acoustic tomography) が考案されてい
る[10], [11]．一辺の長さが数百キロを超える四方を囲む広大な海域の周辺に複数
の送受波器を設置し，トモグラフィの原理を使って海域内の水温分布や海流渦
を概略測定する巨大な計測システムである[12]．本論文が想定する超音波式リモ
ート水温計とは，魚群探知機のように，航行中の船舶から深度方向の水温分布
を高精度で測定できる小型・モバイル装置である[13]．このようなリモート水温
計は，海洋環境の重要な情報である水温の深度情報を簡易に得る機器として，
大きな需要が予想される．例えば水産業において，魚は魚種によって好む水温
があることが知られているので，水温の深度情報は漁業の効率化に大いに貢献
すると期待される．しかし，まだ実用化されていない． 
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	 従来，海洋の温度測定装置である水温計として，プローブと呼ばれる計測器
を海中に沈めて海中の水温を直接測定する水温計が知られている．例えば，BT 
（Bathythermometer，深度温度計）や STD（Salinity-Temperature-Depth Meter，塩
分濃度，水温，深度記録計）は，船舶から所望の深度まで吊下し，回収するこ
とによって海中のデータを収録する装置である．また，XCTD (eXpendable 
Conductivity Temperature and Depth) や XBT (eXpendable Bathy Thermograph) と
よばれる投下式の水温計は，水温センサを内蔵したプローブを海中に投下し，
測定データを細いケーブルを使って船上に伝送させ，プローブはそのまま捨て
るものである．また，最近注目されているアルゴフロートと呼ばれる，海中に
投下して，後は海流に乗って漂流しながら，自動的に水深 0 ~ 2000 m の間を繰
り返し浮き沈みし海洋データ（水温，塩分濃度など）を測定するものもある[14]．
これらの計測器は測定に時間，労力および維持経費がかさむ．また，投げ捨て
式のものは海洋環境の汚染の原因になる． 
	 そこで，本研究の第二の目的は，新たに導出された改善計算式の応用例とし
て，水温の深度変化を遠隔にて測定する装置（超音波式リモート水温計）の可
能性について考察することである． 
 
*ADCP とは元々Teledyne RD Instruments 社の商標名であったが，世界中に普及
するにつれて，現在では超音波式潮流計の代名詞となっている．  
 
1.2 本論文の構成 
	 以上述べてきたことを踏まえて，本論文では以下の構成とする． 
 
	 第 1 章では，本研究に関わる先行技術の歴史的発展経過と現状を概観し，本
研究の位置づけとその目的を述べる．また，本論文の構成を述べる． 
	 第 2 章では，ドプラ効果を速度測定に応用した代表的な現行の超音波ドプラ
装置の測定原理を説明する．現行の装置ではドプラシフト計算式は伝搬路上の
音速を一定と仮定して導出した計算式が使われることを述べる． 
	 第 3 章では，実際の海洋では音速が変化するので，1 次元モデルを考察するこ
とによって，音速と流速（流速は実質的に音速を変化させる）が伝搬路上で変
化するときのドプラシフト計算式を超音波パルスの時間幅の伸縮変化を基に新
たに導出する．新たに求められた改善計算式から，流速の影響は無視できるこ
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と，音源周囲の音速と反射体周囲の音速のみがドプラシフトに影響を与えるこ
となどの結論を得ている．また，改善計算式を使って，音源周囲の音速に対す
る反射体周囲の音速の比をパラメータ A と定義して，伝搬路上の音速を一定と
仮定する従来計算式の測定誤差を評価する．測定値である反射体の移動速度の
相対誤差は，パラメータ A に逆比例することを明らかにする．また，海面に対
してある俯角 θを与えながら超音波の送受信を行う現行のドプラ装置において，
深度方向の音速変化により発生する誤差を評価し，水深に対する伝搬媒体の音
速分布が層構造（通常海洋ではこの条件が満たされる）であれば測定誤差は発
生しないことを明らかにする．また，音源と反射体の間に相対速度があるとき，
超音波ビームを俯角 θ で送受信すると音線の曲がりにより送受信時の俯角 θ が
変化する．この俯角 θ の変化が測定精度に与える影響についても検討し，俯角
変化は大きな測定誤差要因とはならないことを示す．最後に，1 次元モデルから
導いた改善計算式を伝搬媒体中の音源位置と反射体位置および音速分布が任意
に与えられた 3 次元モデルに拡張し，一般化されたドプラシフト計算式を示す． 
	 第 4 章では，水槽を使って行った改善計算式の実証実験の結果を述べる．実
験は，水槽を真ん中で二分し，一方の水槽にトランスデューサを固定し，他方
の水槽に移動する反射体を設置する．二分したそれぞれの水槽の水温を変化さ
せることによって水槽内の音速を変化させながら，ドプラシフトを測定し，改
善計算式を使って求めた理論値との比較を行う．実験結果は理論値とよい一致
を示し，改善計算式の妥当性を実証する． 
	 第 5 章では，改善計算式の応用として，超音波式リモート水温計への応用の
可能性について考察する．改善計算式の中には，反射体の場所（反射位置）の
音速が含まれている．そして水中での音速は主に水温によって変化し，水温と
音速の正確な関係（実験式）が既知なので，もし改善計算式を使って反射点の
音速が測定できれば，実験式を逆算することによって水温を求めることができ
る．この考えの基に，超音波式リモート水温計の一つの構成方法を提案する．
そこでは，超音波ドプラ流速計と反射体の移動速度を独立して測定するために
相関流速計 （Correlation sonar（対地船速計），あるいは ACCP，Acoustic Correlation 
Current Profiler）を併用する構成案を提示する．また，超音波ドプラ流速計と相
関流速計に要求される測定精度について検討する． 
	 第 6 章では，本論文のまとめを行い，合わせて今後の課題と展望について述
べる． 
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第 2 章	 超音波ドプラ装置 
 
2.1 はじめに 
	 水中超音波の分野において，ドプラ効果を速度測定に応用した代表的な装置
には，対地船速計（ドプラソーナ），対水船速計（ドプラログ），深度方向の流
速分布を測る流速計 (ADCP: Acoustic Doppler Current Profiler) がある[1], [2]．配
管の中を流れる水の流量を測る超音波ドプラ流量計も広く実用に供されている．
また，医療用超音波の分野では，超音波ドプラ血流計は超音波診断装置の必須
の技術となっている[3]． 
	 これらの装置の測定原理はほぼ同じである．本章では，これらの現行装置で
使われているドプラ効果によって生じる周波数偏移（ドプラシフト）の計算式
および測定原理について述べる．また，対水船速計や流速計の反射体である微
小海中浮遊物の反射特性についても述べる． 
	 なお，音波伝搬を扱うとき，波動方程式を解析的あるいは数値的に解く波動
理論と高周波近似に基づく直感的かつ物理的解釈が容易な音線理論の 2 つの解
析方法がある．本研究が扱うドプラ装置は数十 kHz 以上の超音波が対象なので，
音線理論に基づいた解析を行う． 
 
2.2 現行装置のドプラシフト計算式 
	 Fig. 2.1 に示すように，音源 S と反射体（観測者）Tg が z 軸上を移動する 1 次
元モデルを考える．理解を助けるために，音源 S から観測者に向かって送信周
波数 fの連続波 (CW) またはトーンバースト波が送信されているとする．また，
伝搬路上の音速 c は場所によらず一定で，時間的な変化もないものとする． 
	 はじめに，音源 S は反射体 Tg に向かって移動速度 vs で移動し，反射体 Tg は移
動しない場合を考える．このとき，反射体（観測者）Tg は，Fig. 2.2 に示すよう
に，あたかも波長 λ が縮んだような音を聞くことになる．その波長 λ は，実質
的に音速が c から c – vs に遅くなったと見做し，次式で与えられる． 
λ =
c− vs
f
                                                         (2.1) 
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音源 S 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 つぎに，反射体Tgも同時に音源Sに対して移動速度 vtで遠去かると仮定する． 
このとき，反射体 Tg は音波の到来方向に対して遠去かる方向に移動しているの
で，反射体 Tg が聞く（受信する）音の波長は伸びる方向に変化すると考えられ
る．すなわち，単位時間当たりの波の繰り返し数である周波数 fr は，音速が c
から c – vt に遅くなったと見做して，次式のように下がる方向に変化する． 
fr =
c− vt
λ
                                                        (2.2) 
よって，音源 S と反射体 Tg が同時に速度 vs, vtで移動するとき，反射体 Tg が受
信する周波数 fr は次式で与えられる[4]． 
fr =
c− vt
c− vs
f                                                        (2.3) 
一般に c >> vs, vt であるので，式 (2.3) を Taylor 展開すると次式となる． 
音源 S 反射体（観測者）Tg 
速度 vt 速度 vs 
Fig. 2.1 音源 S と反射体 Tg が同一直線上を移動する場合 
z 
伝搬路の音速 c（一定） 
z 
Fig. 2.2 移動速度 vs の音源 S から生ずる波動の様子 
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fr = 1−
vt
c
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟ 1−
vs
c
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟
−1
f = 1− vt
c
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟ 1+
vs
c
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟+
vs
c
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟
2
+!
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
f  
  = 1− vt
c
+
vs
c
+ (more than the second order terms)
⎧
⎨
⎩
⎫
⎬
⎭
f                      (2.4) 
よって，fr は次式のように一次近似できる． 
 fr = 1−
vt
c
+
vs
c
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟ f                                                   (2.5) 
このときの周波数偏移（ドプラシフト）Δfr は次式で与えられる． 
 Δfr = fr − f =
vs − vt
c
f                                                (2.6) 
	 通常の超音波ドプラ装置は，送受波器から反射体に向け送信された超音波パ
ルスは，反射体で反射し再び送受波器で受信される．この場合のドプラシフト
を表す計算式を求めたいので，つぎに，Fig. 2.1 の反射体 Tg（新たな音源）が移
動速度 vt で音源 S から遠去かる場合を考える．今度は，音源 S から送信された
音波が反射体で反射され，再び音源 S に戻り受信されるときのドプラシフトを
求める． 
	 このとき，反射体 Tg では音はそのまま周波数は変化せず反射される．また，
反射体が新たな音源となり，その音源が移動速度 vt で音が伝搬する方向（すな
わち音源の方向）に対して反対の方向の遠退く状態になると考える．また，再
び音源 S に戻ってきた音は，音源 S が観測者となって受信することになるが，
このとき，新たな観測者（元音源 S）は音の伝搬方向に対して近づく（向かって
行く）方向に速度 vs で移動している状態と考える．反射体 Tg（元観測者）で反
射して音源 S に戻る反射波と音源 S と反射体 Tg の移動方向の関係を Fig. 2.3 に
示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                      8
 
 
 
 
 
 
 
 
	 さて，Fig. 2.1 の場合の送信周波数 f と受信周波数 fr の関係を示す式 (2.3) に
相当する Fig. 2.3 の場合の式は，式 (2.3) を導出した考え方のアナロジーにより，
以下のように与えられる． 
frr =
c+ vs
c+ vt
f                                                         (2.7) 
ここに frr は音源 S が受信する周波数である．よって，式 (2.3) を式 (2.7) に代
入すると，往復の伝搬に伴う受信周波数 frr が以下のように得られる． 
frr =
c+ vs
c+ vt
c− vt
c− vs
f                                                    (2.8) 
式 (2.8) を Taylor 展開すると次式となる． 
frr = 1−
2vt
c
+
2vs
c
+ (more than the second order terms)
⎧
⎨
⎩
⎫
⎬
⎭
f                    (2.9) 
よって，往復のドプラシフト Δfrr は次式で与えられる． 
Δfrr = frr − f = 2
vs − vt
c
f                                              (2.10) 
	 式 (2.10) が伝搬路の音速が一定と仮定したときの従来のドプラシフトの計
算式である．式 (2.10) を導出するとき，Fig. 2.1 では vs と vt の移動方向を同じ
方向と規定したが，式 (2.10) は移動方向が異なっても同じ式で表すことができ
る．式 (2.10) の要点は，ドプラシフトは音源と反射体の相対速度 vs – vt に比例
するということである． 
	 式 (2.10) の中の変数 f は既知である．また，vs も船舶搭載型なら例えば DGPS 
（ディファレンシャル GPS）を使って測定できる．Δfrr は受信信号の周波数を測
定し，送信信号 f との差から測定できる．したがって，式 (2.10) を vt について
解けば，目的である反射体の移動速度 vt を求めることができる． 
 
新たな観測者（元音源 S） 反射体 Tg（新たな音源，元観測者） 
速度 vt 速度 vs 
Fig. 2.3 新たな観測者（元音源 S）と反射体 Tg が同一直線上を移動する場合 
z 
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送受波器 Td 
機器搭載船 
反射体（海中微小浮遊物） 
vs 
vt 
θ 
海面 
フロントビーム リアービーム 
z 
2.3 超音波ドプラ装置の測定原理 
	 対地船速計（ドプラソーナ），対水船速計（ドプラログ），ドプラ流速計 (ADCP)
などの超音波ドプラ装置では，Fig. 2.4 の測定原理に示すように，通常ドプラシ
フトを発生させるため超音波ビームを海面に対してある俯角 θ を与えながら送
受信する．したがって，送受波器 Td のビーム方向と送受波器および反射体の移
動方向 vs, vt が一致せず，θ 異なることになる．このような場合は，式 (2.10) の
送受波器および反射体の移動速度は，それぞれ音の伝搬方向に対する速度成分
を代入すればよい．すなわち，Fig. 2.4 の場合のドプラシフト計算式は以下の式
で与えられる[4], [5]． 
Δfrr = 2cosθ
vs − vt
c
f 	 	 	 	   	 	 	 	 	 	 	 	 	 	                  (2.11) 
	 対地船速計の反射体は海底である．対水船速計，ドプラ流速計の反射体は，
Fig. 2.4 に記したように潮流に乗って移動する海中の微小浮遊物（植物プランク
トン，マリンスノーなど）である．海中の微小浮遊物からの受信エコーレベル
（反射波の強さ）は，通常以下に示す単位体積あたりの散乱波の強さである体
積散乱強度 sv を用いて表わされる[6], [7]． 
                                                           (2.12) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
sv =
Is
Ii
Fig. 2.4 超音波ドプラ装置の測定原理 
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ここに，Ii は入射平面波の強さ，Is は単位体積の散乱体の単位距離における散乱
波の強さである．体積散乱強度 sv は，微小浮遊物の大きさ，密度，音響的な特
性（音響インピーダンス），および使用する超音波周波数によって大きく変化す
る[8], [9], [10]． 
	 いま，Fig. 2.5 に示すように，送受波器 Td から時間幅 T のトーンバースト波を
送信し，距離 r0 にある微小浮遊物反射体で反射され再び送受波器に戻って受波
されるときの受波音圧レベルを考える．送受波器の等価ビーム幅を Ψ とする．
このとき，反射体の形状は円筒とみなすことができ，その断面積は r02Ψ と考え
られる．一方その奥行きの長さ δr はパルス時間幅 T の音波の最初の波が円筒の
後面から反射してきて，円筒の前面で入射音波の最後の波と重なり合う距離と
考え cT/2（c は音速）と考えることができるので，反射体の体積 V は次式で与え
られる． 
V = cT
2
r0
2Ψ                                                        (2.13) 
よって体積 V の反射体の散乱強度 Isv は次式で与えられる． 
Isv = sv
cT
2
r0
2Ψ                                                     (2.14) 
したがって，送受波器の位置の受波音圧レベル RL (dB) は次式のソーナ方程式
で与えられる[10]． 
RL = SL+10log(sv )+10log
cT
2
r0
2Ψ
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟− 40log r0 − 2αr0                      (2.15) 
ここに，SL は送波音圧レベル，40logr0 は往復の伝搬に伴う球面拡散損失，α は
音波吸収損失 (dB/m)，2αr0 は往復の伝搬に伴う音波吸収損失である． 
	 更に実際に使われているドプラ装置では，Fig. 2.4 に示すように，船舶の進行
方向に向いているフロントビームと後方の対称位置に向いているリアービーム
のペアービームの構成（Janus 方式とも呼ばれる）が使われる[11], [12]．ドプラ
流速計では水平面内の 2 次元流速を測定するので，Fig. 2.6 に示すように左右方
向にもビームを設け，都合 4 本ビームの構成とする[13]．ペアービームによりド
プラシフトを測定し，それらの値を引き算すると，次の効果が得られる[11]． 
(i) 船舶（プラットホーム）の上下動 (Heaving) の影響を除去できる． 
(ii) 船舶（プラットホーム）のピッチング (Pitching)，ローリング (Rolling) の影
響を低減できる． 
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z 
反射体体積 V 
r0 
 
送受波器 Td 
前後方向 左右方向 
反射体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ψ 
Fig. 2.5 微小浮遊物散乱体と受信エコーレベルの関係 
Fig. 2.6 4 本ビームドプラ流速計 
                                      12 
2.4 まとめ 
	 水中音響分野におけるドプラ効果を応用した現行装置（対地船速計，対水船
速計，ドプラ流速計など）で使われるドプラシフト計算式について述べた．そ
のドプラシフト計算式は，音源と反射体が同一直線上を移動する 1 次元モデル
を使って，伝搬路上の位置によらず音速は一定と仮定して導出されたものであ
った．また，現行のドプラ装置では，ドプラシフトを発生させるため送受波器
のビーム方向が海面に対してある俯角を与えながら超音波の送受信が行われる．
この場合，音源（送受波器）と反射体の移動方向と超音波の伝搬方向が異なる
ため，ドプラシフト計算式に補正係数の cosθ が掛け算される．また，現行のド
プラ装置では，送受波器が固定される船舶（プラットホーム）の動揺の影響を
低減するためペアービーム方式が使われることを述べた．また，対水船速計や
流速計の反射体である微小海中浮遊物の反射特性について概説した． 
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第 3 章	 改善計算式と測定誤差 
 
3.1 はじめに 
	 前章で述べたように，対地船速計（ドプラソーナ），対水船速計（ドプラログ），
流速計 (ADCP: Acoustic Doppler Current Profiler) などの現行の超音波ドプラ装
置では，ドプラシフトを計算するときの音速は，伝搬媒体中で均一な一定値と
仮定する．通常，トランスデューサの周囲の音速が使われる[1]．しかし，実際
の海洋では，海水の温度，圧力，塩分濃度によって音速が変化するので，海域
にもよるが，水深数百 m の音速は海面の音速と比較して 1 ~ 2 %は遅くなる．こ
のように伝搬媒体の音速が場所によって変化するにもかかわらず音速を一定値
と仮定してドプラシフトを計算し，その値から船速あるいは流速を測定すると，
厳密には何らかの測定誤差が発生することが予想される．  
	 また，水中音響の伝搬路上には，例えば船舶が航行するときに船底に引っぱ
られて船と同じ方向に流れる伴流（ウエーキ）やその他の海流などの伝搬媒体
の流れが存在する．これらの流れは実質的に音速を変化させると考えられるの
で，海流も何らかの測定精度に影響を与えることが懸念される． 
	 更に，水中通信において，ドプラシフトは通信品質を劣化させる主要な要因
の一つであることが知られているので[2]，ドプラシフト発生のメカニズムのよ
り深い理解と通信品質の向上とは密接な関係あると思われる． 
	 しかし，伝搬路上に存在する音速変化や海流がドプラシフトの測定精度に与
える影響について統一的に考察された報告例は，見当たらない．そこで，本章
では，1 次元モデルを考察することによって，音速と流速が伝搬路上で変化する
ときのドプラシフト改善計算式をドプラ効果の発生原理に立ち返って導出する．
導出方法の基本的な考え方は，音源から有限な時間幅のパルス波が反射体に向
け送信され，反射体で反射され，再び音源に戻って受信されるとき，このパル
ス波が受ける時間幅の伸縮の計算式を求め，その逆数からドプラシフト量を求
める[3]． 
	 次に導出した改善計算式を使って，従来の音速一定の計算式と比較すること
によって，従来計算式の測定誤差を定量的に評価する．音源周囲の音速に対す
る反射体周囲の音速の比をパラメータ A と定義して，最終的な測定値である反
射体の移動速度の相対誤差を評価した．相対誤差は，パラメータ A に逆比例す
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ることを明らかにする． 
	 また，水深に対して音速変化があるとき，海面に対してある俯角 θ を与えな
がら超音波の送受信を行う現行の超音波ドプラ装置に発生する測定誤差につい
て音線理論を用いて考察する．改善計算式によれば，音源位置の音速と反射点
の位置の音速が異なると，それらの比に比例した相対誤差が発生することが予
想される．そこで，現行のドプラ装置における深度方向の音速変化により発生
する誤差を評価する．その結果は，幸いにも水深に対する伝搬媒体の音速分布
が層構造（通常海洋ではこの条件が満たされる）であれば測定誤差は発生しな
いことが直接かつ明示的に明らかになる． 
	 また，音源と反射体の間に相対速度があり，超音波ビームをある俯角 θ を与
えながら送受信すると，音線の曲がりにより往きと帰りの伝搬路は異なり，送
信時と受信時の俯角 θ が変化することになる．そこで，この送受信時の俯角 θ
の変化による測定精度に与える影響について検討する．  
	 最後に，1 次元モデルから導いた改善計算式を伝搬媒体中の音源位置と反射体
位置および音速音速分布が任意に与えられた 3 次元モデルに拡張し，一般化さ
れたドプラシフト計算式を示す． 
 
3.2 改善計算式の導出 
伝搬路上の音速と流速が場所によって変化するとき，音源から送信された時 
間幅 T のトーンバースト波が反射体で反射され再び音源に戻ってくるときに発
生するドプラシフトを考察する．トーンバースト波として，送信周波数 f，波長
の繰り返し数 N の正弦波が送信されたとき，N は Tf で与えられる．トーンバー
スト波が伝搬しているとき N は変化しないので，トーンバースト波の周波数は
時間幅 T の逆数に比例する．すなわち，受信パルス波のドプラシフトは，往復
の伝搬路上で受けるパルス時間幅の伸縮量を求め，この伸縮したパルス時間幅
の逆数から導出することができる[3]． 
	 パルス波の時間幅の伸縮量を導出するため，パルス波の先頭と後端のそれぞ
れの伝搬経路（伝搬軌跡）の違いに注目する．すなわち，これら 2 つの伝搬路
を以下に詳述するように，共通の伝搬路と異なる伝搬路に分離する．共通の伝
搬路では，送信パルス時間幅の間では伝搬路上の音速と流速は変化しないと仮
定して，パルス時間幅の伸縮は発生しないと考える．一方，異なる伝搬路では，
伝搬経路長の違いによってパルス時間幅の伸縮が発生すると考える． 
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3.2.1 パルス時間幅の伸縮 
	 議論を簡単にするため，Fig. 3.1 に示すように P 点に音源 S が，Q 点に反射体
Tg が距離 d0 離れて位置し，それぞれが直線上を移動する 1 次元モデルを考察す
る．位置座標 zの原点を音源位置として，z軸の正方向を反射体Tgに向けてとる．
音源の移動速度を vs，反射体の移動速度を vt とする．音速 c は位置 z の関数 c(z)
と表す．音源 S の周囲の音速を cs，反射体の周囲の音速を ct とする．同様に流
速 u も位置 z の関数 u(z)と表す．音源 S の周囲の流速を us，反射体周囲の流速を
ut とする．vs, vt, c(z)および u(z)は，時間的に変化しない定常値と仮定する．また，
音源と反射体の相対速度は遠ざかっている (vs < vt) と仮定する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3.1 音源 S と反射体 Tg の配置の 1 次元モデル 
音源 S 
反射体 Tg 
音速 cs 
移動速度 vt 
流速 us 
流速 ut 
移動速度 vs 
音速 ct 
z 
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	 現行の超音波ドプラ装置では，ドプラシフト量 Δfcon は，通常伝搬媒体の音速
として音源（トランスデューサ）の周囲の音速 cs を使って次式で与えられる[4]． 
                                                    (3.1) 
ここに，f は送信周波数である．ただし，1 次元モデルを満たさない（音源およ
び反射体の移動方向が超音波伝搬方向と一致しない）ときは，音源および反射 
体の移動方向と超音波伝搬方向を補正するため式 (3.1) に cosθ を掛けなければ
ならない．θ は，音源および反射体の移動方向と超音波伝搬方向の挾み角である
[4]． 
	 さて，時刻 t = 0 において，音源 S から時間長 T のトーンバースト波が反射体
に向けて送信されたとする．音源 S の位置 zP は，次式で与えられる． 
zP = vst                                                             (3.2) 
反射体 Tg の位置 zQ は，次式で与えられる． 
zQ = d0 + vtt 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   	 	 	  	  (3.3) 
時間原点 t = 0 に送信されたパルス波の時刻 t における先頭位置 zl (leading edge) 
は，次式で与えられる． 
zl = c(z)+u(z){ }t                                                     (3.4) 
ここに z は音源と反射体の中間の任意位置である． 
式 (3.3)，(3.4) の zQ と zl が等しいとして，パルス波の先頭が反射体に到達する
時間 TA を求めることができる． 
	 パルス波の時刻 t における後端位置 zt (trailing edge) は，次式で与えられる． 
zt = vsT + c(z)+u(z){ } t −T( ) ,    (t ≥T )                                 (3.5) 
ここに z は音源と反射体の中間の任意位置である． 
式 (3.3)，(3.5) の z が等しいとして，送信波の後端が反射体に到達する時間 TB
を求めることができる． 
	 TA，TB の発生の様子を t - z 座標系を用いて幾何学的に示したのが Fig. 3.2 であ
る．パルス波の先頭位置 zl の伝搬経路（伝搬軌跡）を P1，パルス波の後端位置
ztの伝搬経路（伝搬軌跡）を P2 とする．音速 c と流速 u が z の関数であるので，
伝搬経路は傾きが変化する（波打つ）グラフになる．ただし，実際の海洋にお
Δfcon = 2
vs − vt
cs
f
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音源位置 P 
反射体位置 Q 
z 
t 
d0 
 
 
TA TB 
（往き） 
（帰り） 
P1 
P2 P3 
P4 
ΔZ2 
Tf 
Tb 
T' 
ける流速 u は大きくても数 m/s 程度であるので，Fig. 3.2 の P1 と P2 の傾き変化は
誇張して描かれている．また，海洋の音速 c は約 1500 m/s であり，一方音源 S
および反射体 Tg の移動速度 vs，vt は数 m/s である．したがって，P1 と P2 の傾き
は音源位置 zPと反射体位置 zQの軌跡の傾きと比較して約3桁大きいことになる．
Fig. 3.2 において，P1 および P2 の傾きは zP と zQ の傾きに対しても正確に描かれ
ていないので注意を要す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3.2	 パルス波形の先端 zlと後端 zt の伝搬軌跡（vs < vt の場合） 
TC TD 
T T' T" 
ΔT1 
ΔZ1 
ΔT2（往き） 
ΔT3 
ΔZ3 
ΔT2（帰り） 
0 T 
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	 P1 と P2 を比較すると，zl と zt が同じ経路を伝搬する共通伝搬経路と異なる伝
搬経路が存在することが分かる．そして，異なる伝搬経路（Fig. 3.2 中に太線で
表示）は，音源位置近傍と反射体近傍にそれぞれ 1 つ存在していることが分か
る．これらの異なる伝搬経路によって発生する伝搬時間の増減が，パルス波形
の時間幅の伸縮の発生原因となり，最終的にドプラ効果をもたらすと考える．
以下にこれら 2 つの異なる伝搬経路によって発生するパルス波形時間幅の増減
量を求める． 
	 Fig. 3.2 に示すように，送信波が反射体に到達したときの受信パルス時間幅を
T’とし，次式で与えられる． 
ʹT =TB −TA 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  	  (3.6) 
また，音源位置近傍と反射体近傍を除いた伝搬経路上（共通の伝搬経路）の位
置座標 z をある所で固定したとき，この固定位置において観測されるパルス時間
幅（パルス波形先頭の観測時刻とパルス波形後端の観測時刻の差）を Fig. 3.2 に
示すように Tf とする．パルス波形の先頭と後端が同じ伝搬経路を通過するなら
ば，ある固定位置 z を通過するパルス時間幅は不変と考えられるので，Tf は音速
c(z)と流速 u(z)が位置座標 z で変化している場合であっても z によらず一定（変
化しない）と考えられる．Tf は次式で与えられる．  
Tf =T −ΔT1                                                         (3.7) 
ここに ΔT1 は，Fig. 3.2 に示すように，P1 の音源位置における異なる伝搬経路に
よって生ずる伝搬時間差である．ΔT1 は次式で与えられる． 
ΔT1 =
ΔZ1
cs +us
=
vsT
cs +us                                                  (3.8)
 
ここに ΔZ１は，ΔT1 に対応した伝搬距離差である．式 (3.8) の ΔT1 を式 (3.7) に
代入して次式を得る． 
 Tf =
cs +us − vs
cs +us
T                                                    (3.9) 
	 同様に，Fig. 3.2 に示すように，P2 の反射点位置における異なる伝搬経路によ
って生ずる伝搬時間差を ΔT2（往き），伝搬距離差を ΔZ2 とする．往きと帰りで
は ct+ut が ct–ut に変化するので，ΔT2（往き）と ΔT2（帰り）を区別しなければ
ならない．計算式を簡単にして，zQ と zt の交点 (T’, ΔZ2) を求めるため反射点近 
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T’ 
t 
z 
Tf 
ΔZ2 
ΔT2（往き） 
(T’, ΔZ2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
傍の伝搬経路 P2 を示す三角形をローカルな座標として抜き出し Fig. 3.3 に示す． 
	 Fig. 3.3 をもとに，パルス波形の後端位置 zt を書き改めると次式となる． 
zt = ct +ut( ) t −Tf( )     	 	 	 	 	 	  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   (3.10) 
式 ( 3.2)，(3.10) から，交点 (T’, ΔZ2) を求めると次式となる． 
ʹT = ct +ut
ct +ut − vt
Tf
                                                   (3.11)
 
ΔZ2 = vt ʹT = vt
ct +ut
ct +ut − vt
Tf                                            (3.12) 
よって，パルス波が反射体に到達したときの受信パルス時間幅 T’は式 (3.11) に
式 (3.9) を代入して，次式で与えられる． 
ʹT = ct +ut
ct +ut − vt
cs +us − vs
cs +us
T                                            (3.13) 
式 (3.13) が，P1 と P2 で発生するパルス時間幅の伸縮を示す． 
また，ΔT2（往き）は，式 (3.9) と式 (3.13) から次式で与えられる． 
ΔT2 (forward) = ʹT −Tf =
vt
ct +ut − vt
cs +us − vs
cs +us
T                            (3.14) 
	 次に帰りの伝搬路で発生するパルス波形の時間幅の伸縮について検討する．
Fig. 3.2 に示すように，帰りの伝搬路におけるパルス波の先頭位置 zl の伝搬経路
を P3，パルス波の後端位置 zt の伝搬経路を P4 とする．パルス波の先頭位置 zl が
 
 
P1 
P2 
Fig. 3.3	 反射点近傍のローカル座標 (P2) 
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T’ 
t 
z 
Tb 
P3 
P4 
ΔZ2 
ΔT2（帰り） 
(T’, ΔZ2) 
音源に再び到達する時間を TC，パルス波の後端位置 zt が音源に再び到達する時
間を TD とする．Fig. 3.2 に示すように，送信波が音源に再び戻ってきたときの受
信パルス時間幅を T”とすると，次式となる． 
ʹʹT =TD −TC                                                         (3.15) 
	 P3 と P4 を比較すると，zl と zt が同じ経路を伝搬する共通伝搬経路と異なる伝
搬経路が存在することが分かる．そして，異なる伝搬経路（Fig. 3.2 中に太線で
表示）が，反射体近傍と音源位置近傍にそれぞれ 1 つ存在していることが分か
る．以下にこれら 2 つの異なる伝搬経路によって発生するパルス波形時間幅の
増減量を求める． 
	 Fig. 3.2 に示すように，P4 の反射点位置における異なる伝搬経路によって生ず
る伝搬時間差を ΔT2（帰り），伝搬距離差を ΔZ2 とする．また，帰りの共通伝搬
経路上のある固定位置 z において実際に観測される帰りのパルス時間幅（パルス
波形先頭の観測時刻とパルス波形後端の観測時刻の差）を Fig. 3.2 に示すように
Tb とする．Tb も z によらず一定（変化しない）と考えられる．反射点近傍の伝
搬経路 P4 を示す三角形をローカルな座標として抜き出し Fig. 3.4 に示す．  
	 Fig. 3.4 に示すように，反射体の位置 zQ とパルス波形の後端位置 zt は，(T’, 
ΔZ2) で交叉している．ここで，zt の t 軸との交点である (Tb, 0) を求める．この
とき，パルス波形の後端位置 zt を書き改めると次式となる． 
                                            (3.16) 
式 (3.16) に zt = 0 を代入し，t について解くと，次式の Tb が得られる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
zt −ΔZ2 = − ct −ut( ) t − ʹT( )
Fig. 3.4	 反射点近傍のローカル座標 (P4) 
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T” 
t 
z 
 
Tb ΔZ2 
P3 
P4 ΔT3 
(ΔT3, ΔZ3) 
Tb =
ct −ut + vt
ct −ut
ʹT
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   	   	 	 	 	 	 	 	 	        (3.17)
 
また，ΔT2（帰り）は，式 (3.17) を使って次式で与えられる． 
ΔT2 (backward) =Tb − ʹT =
vt
ct −ut
ʹT                                      (3.18) 
	 最後に，受波点の近傍における異なる伝搬経路によって発生する時間の伸縮
について検討する．Fig. 3.2 に示すように，P3 の音源位置における異なる伝搬経
路によって生ずる伝搬時間差を ΔT3，伝搬距離差を ΔZ3 とする．これまでと同様
に，音源位置近傍の伝搬経路 P3 を示す三角形をローカルな座標として抜き出し
Fig. 3.5 に示す． 
	 T”は次式で与えられる． 
ʹʹT =Tb −ΔT3                                                        (3.19) 
音源の位置 zP は，t 軸と (Tb, 0) で交叉している．ここで，音源の位置 zP とパル
ス波の先頭位置 zl の交点 (ΔT3, ΔZ3) を求める．Fig. 3.5 をもとに，音源位置 zP
とパルス波形の後端位置 zt を書き改めるとそれぞれ次式となる． 
zP = vs t −Tb( )                                                       (3.20) 
zl = − cs −us( ) t                                                      (3.21) 
式 (3.20)，(3.21) を等しいとして，t = ΔT3 を求めると，次式となる． 
ΔT3 =
vs
cs −us + vs
Tb                                                   (3.22) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3.5	 反射点近傍のローカル座標 (P3) 
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更に式 (3.17) を式 (3.22) へ代入して次式となる． 
ΔT3 =
vs
cs −us + vs
ct −ut + vt
ct −ut
ʹT                                          (3.23) 
よって T”は，式 (3.13), (3.17), (3.19) および (3.23) から次式で与えられる． 
ʹʹT = cs −us
cs −us + vs
ct −ut + vt
ct −ut
ct +ut
ct +ut − vt
cs +us − vs
cs +us
T 	 	 	 	 	     	 	 	 	 	   (3.24) 
式 (3.24) が最終的なパルス波形の時間幅の伸縮を表す式である．式 (3.24) は 4
つの分数の積の形をしている．最初の分数が ΔT3 に対応した伸縮量を，2 番目の
分数が ΔT2（帰り）に対応した伸縮量を，3 番目の分数が ΔT2（往き）に対応し
た伸縮量を，最後の分数が ΔT1 に対応した伸縮量を表す． 
	 Fig. 3.2 から，音源 S と反射体 Tg の相対速度が遠ざかる場合 (vs < vt) は，受信
パルス幅は増大する（伸びる）様子が分かる．すなわち，時間の逆数である周
波数は下がる方向にシフトする． 
	 音源と反射体の相対速度が近づく場合 (vs > vt) のパルス幅の伸縮も同様に求
めることができる．導出の過程に現れる計算式は遠ざかる場合と同じなので省
略する．したがって，その結果も遠ざかる場合の式 (3.24) と同一になる．ただ
し，この場合 (vs > vt) は，受信パルス幅は減少する（縮む）ことになる．すな
わち，周波数は上がる方向にシフトする．Fig. 3.6 に t – z 座標系にて近づく場合
の様子を幾何学的に示した． 
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3.2.2 ドプラシフト改善計算式の導出 
	 時間幅 T のトーンバースト波の中に N サイクルの波長が存在するとき，その
波の周波数は N/T で与えられる．トーンバースト波は伝搬中に N は変化しない
と考えられるので，送信時の周波数 f は N/T，受信時の周波数 f”は N/T”と考え
られる．したがって，fT = f”T”から，f”= (T/T”)f となる．すなわち受信周波数 f”
はパルス時間幅 T の伸縮の逆数で与えられる．よって式 (3.24) から次式が得ら
れる． 
ʹʹf = cs −us + vs
cs −us
ct −ut
ct −ut + vt
ct +ut − vt
ct +ut
cs +us
cs +us − vs
f                          (3.25) 
Fig. 3.6 パルス波形の先端 zlと後端 zt の伝搬軌跡（vs > vt の場合） 
TC TD 
T T' T" 
ΔT1 
ΔZ1 
ΔT2（往き） 
ΔT3 
ΔZ3 
ΔT2（帰り） 
0 T 
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cs および ct は，vs，vt，us および ut と比較して十分大きいと仮定し，Taylor 展開
を使って式 (3.25) を展開すると，次式が得られる． 
ʹʹf = 1− (us − vs )
cs
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
1+
us
cs
+
us
cs
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟
2
+!
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
1−
ut
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ 1+
(ut − vt )
ct
+
ut − vt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟
2
+!
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
             
× 1+
(ut − vt )
ct
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
1−
ut
ct
+
ut
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟
2
−!
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
1+
us
cs
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ 1−
(us − vs )
cs
+
us − vs
cs
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟
2
−!
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
f     
= 1+
2vs
cs
−
2vt
ct
+ (more than the second order terms)
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
f    	 	 	 	 	 	      (3.26) 
よって，f”は次式のように一次近似できる． 
ʹʹf = 1+ 2 vs
cs
−
vt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟
⎧
⎨
⎪
⎩⎪
⎫
⎬
⎪
⎭⎪
f                                                (3.27) 
音速と流速が伝搬路上で変化する場合のドプラシフト改善計算式は最終的には
次式で与えられる． 
Δfimp = 2
vs
cs
−
vt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	     	 	 	 	 	  	   (3.28) 
 
	 式 (3.28) から以下のことが分かる[5], [6], [7]． 
(i) 音源周囲の音速 csと反射体周囲の音速 ctのみがドプラシフトに影響を与える． 
(ii) 流速 us と ut はドプラシフトに影響を与えない． 
(iii) 音源の移動速度 vs と cs，反射体の移動速度 vt と ct は結合した形となってい
る．よって，vs が 0 のとき，cs は式中から消えドプラシフトと無関係となる．同
様に，vt が 0 のとき，ct はドプラシフトと無関係になる． 
(iv) 音速が一定のとき (c = cs = ct)，式 (3.28) は超音波ドプラ装置で通常使われ
る従来の音速一定の計算式 (3.1) と一致する． 
 
	 ここで音源周囲の音速 cs の解釈について付言する．実用のドプラ装置の音源
は，圧電セラミック振動子を使った超音波送受波器が使われる．そして，送受
波器は使用条件から防水構造としなければならない．防水構造とするには，振
動子の振動面を音響インピーダンスが水に近いゴム材でモールドする（あるい
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は接着する）方法が採られる．または，ソーナドームを用いて振動子全体をド
ームの中に収める構造も使われる．このときは，振動子とドームの間にやはり
音響インピーダンスが水に近い絶縁油（ひまし油や鉱物油）が満たされる．い
ずれの構造にしても，音源（振動子の振動面）に直接接する伝搬媒体はゴム材
か絶縁油となる．そこで音源周囲の音速 cs として，振動面に接するゴム材また
は絶縁油の音速とすべきか海水とすべきか疑問が生ずる．その疑問に対する検
討結果を付録 A に示す．結論は，音源周囲の音速 cs は海水を採用すべきとなる． 
 
3.3 従来計算式の測定誤差 
従来のドプラシフト計算式 (3.1) を改善計算式 (3.28) と比較することによ 
って，従来計算式の誤差を評価できる．vs, vt, cs, ct が与えられたとき，改善計算
式の Δfimp は真値を表すと考える．また，音源の移動速度 vs は既知であると考え
る．したがって，目的とする最終的な測定値は反射体の移動速度である．そこ
で，ドプラシフトの測定値は式 (3.28) の Δfimp で与えられると仮定して，その値
を使って従来計算式 (3.1) から反射体移動速度 vtm を算出し，その誤差（真値で
ある vt との差）を求める． 
	 音源周囲の音速 cs に対する反射体周囲の音速 ct の比をパラメータ A と定義す
る. 
A≡ ct
cs
                                                            (3.29) 
A は，cs と ct の違いを表す量と考えられる． 
	 ドプラシフトの測定値を Δfm と仮定すると，従来計算式の実測値 vtm は次式を
満たす． 
Δfm = 2
(vs − vtm )
cs
f                                                   (3.30) 
式 (3.28)，(3.30) から vtm を求めると次式が得られる． 
vtm =
vt
A
                                                           (3.31) 
式 (3.31) から，従来式から求めたターゲットの移動速度 vtm は，真値 vt を A で
割った値となることが分かる． 
	 よって，反射体移動速度の誤差 vtdif は次式で与えられる． 
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vtdif = vtm − vt =
1
A
−1
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟vt                                               (3.32) 
式 (3.32) から，反射体移動速度の相対誤差 RE(vtdif) は次式で与えられる． 
RE(vtdif ) =
vtdif
vt
=
1
A
−1
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟                                              (3.33) 
ここで，vt ≠ 0 とする． 
	 Fig. 3.7 に，式 (3.33) から求めたパラメータ A に対する RE(vtdif) の変化の様子
を示す．Fig. 3.7 から，RE(vtdif) は A に逆比例して減少していることが分かる．
すなわち，反射体周囲の音速 ct が音源周囲の音速 cs と異なるとき，反射体移動
速度の相対誤差 RE(vtdif) は A と同程度になることが分かる[7], [8], [9]． 
	 反射体周囲の音速 ct は，一般的には未知な数値であるので，式 (3.33) が示す
相対誤差 RE(vtdif) は補償できない誤差である．しかし，この誤差は反射体周囲
の音速 ct が音源周囲の音速 cs と異なるとき必ず発生する系統誤差の一つである
ことの認識は重要である． 
             
 
 
3.4 現行ドプラ装置の測定誤差 
	 ドプラソーナ，ドプラ流速計などの超音波ドプラ装置では，水平方向の対地
速度や流速を測定するとき，Fig. 2.4 に示すように通常その超音波ビームを海面
に対してある俯角 θ を与えながら送受信する．このように超音波の伝搬方向と
音源やターゲットの移動方向が異なるときは，先に述べたように，1 次元モデル
の式 (3.28) に cosθ を掛けなければならない．この場合は，前節で述べたように
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Fig. 3.7	 パラメータ A に対する RE(vtdif) の変化 
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改善計算式 (3.28) による伝搬路上の音速変化により発生する誤差に加え，更に
新たな効果として水深の音速変化による音線の曲がり（伝搬方向の屈折）の影
響が重畳されることになる．本節では，このように音線の曲がりが発生してい
るときの現行ドプラ装置の測定誤差について検討する． 
	 音線の曲がりが発生している 2 次元あるいは 3 次元の伝搬の軌跡を扱うとき，
従来から以下に述べる 2 つの考えに基づいて 1 次元モデルのドプラシフト計算
式を拡張して適用してきた．すなわち，スネルの法則によれば，伝搬媒体中の
音速分布の変化によって超音波の伝搬方向が屈折するとき，周波数は変化しな
い（ドプラシフトは発生しない）．また，ドプラシフトは音源移動速度ベクトル
の伝搬方向に対する方向余弦（伝搬方向の速度成分）および反射体移動速度ベ
クトルの伝搬方向に対する方向余弦がその発生に寄与する．  
	 ところで，改善計算式 (3.28) の要点は，ドプラシフトは超音波の送信時と受
信時の音源移動速度 vs と音源周囲の音速 cs および超音波の反射時の反射体移動
速度 vt と反射体周囲の音速 ct のみの関数で与えられるということである．すな
わち，ドプラシフトは，音源位置と反射点のみの種々の条件によって決定され
る局所的な現象であると考える．この新たに得られた改善計算式 (3.28) に関す
る知見と上記の考え方を組み合わせることによって，以下に述べるように音線
の曲がりが発生しているときの現行ドプラ装置の測定誤差を評価できる． 
	 一般に海洋における深度方向の音速分布は，層構造をしていると考えられる．
Fig. 3.8 に，音源 S から俯角 θs で送信された超音波ビームが層構造の中を伝搬す
るときに受ける音線の曲がりの様子を示す．Fig. 3.8 は cs（音源に接する表層の
音速）> c2（次の層の音速）>・・・> ct（ターゲットを含む層の音速）としたと
きの模式図である．θs は超音波ビームの表層への入射角度，θt はターゲットへの
入射角度である．実用上速度の水平成分が重要であるので，音源の移動速度 vt
は水平成分のみ存在するものとする．同様に，ターゲットの移動速度 vt も水平
成分のみ存在するものとする．また，議論を簡単にするため伝搬路上の流速は
ゼロとする． 
	 このときスネルの法則から，各層の屈折角には以下の関係がある[10]． 
cosθs
cs
=
cosθ2
c2
=!=
cosθt
ct
                                           (3.34) 
超音波伝搬方向に対する音源およびターゲットの移動速度成分はそれぞれ次式
で与えられる． 
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v’s 
v’t 
・ 
・ 
ʹvs = vs cosθs                                                        (3.35) 
ʹvt = vt cosθt                                                        (3.36) 
よって，従来のドプラシフト計算式 (2.11) は，式 (3.34), (3.35), (3.36) を使って，
次式のように変形できる[9]． 
 Δf = 2cosθs
vs − vt
cs
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f = 2
vs cosθs
cs
−
vt cosθt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f = 2
ʹvs
cs
−
ʹvt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f              (3.37) 
	 式 (3.37) は，従来計算式が音源位置の音速 cs と音源移動速度の伝搬方向速度
成分 v′sおよび反射体位置の音速 ctと反射体移動速度の伝搬方向速度成分 v′tを使
った改善計算式と一致することを示している．したがって，深度に対する水平
方向の流速分布を測定するドプラ流速計や対地速度を測定するドプラソーナな
どは，深度による音速変化とその音速変化によって発生する音線の曲がりによ
る測定誤差は発生しないことが分かる．深度方向の音速分布を層構造と想定す
る限りにおいては，音速変化と音線の曲がり (cosθ) の変化が互いに相殺される
と考えられる．  
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Fig. 3.8	 層構造伝搬媒体における音線の曲がり 
z 
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	 上記の伝搬路の音速変化に伴う音線の曲がりは水平方向のドプラシフトの測
定精度に影響を与えないという結論は，既に他の文献において概念的に述べら
れている[11], [12]．ここでは，スネルの法則を援用して，音源周囲の音速 cs の
みを用いる従来計算式から直接的かつ明示的に改善計算式を導出したことにな
る．また，同様に式 (3.37) の右辺から左辺を導くこともできるので，改善計算
式から従来のドプラシフト量の計算式が得られることも分かる． 
	 一方，音源あるいはターゲットの移動速度に垂直成分が存在する場合（例え
ば音源が上下に揺れるあるいは湧昇流が存在する場合）は，式 (3.37) は成立し
ない．この場合のドプラシフトは，式 (3.28) に従った音速分布による誤差およ
び音線の曲がりによる誤差の 2 つが含まれることになる．しかし，Fig. 2.6 に示
すペアービーム方式[12], [13]を用いれば，速度の垂直成分に起因する影響を除去
することができる． 
 
3.5 俯角変化の影響 
	 前節の式 (3.37) を導出するとき，往きと帰りの伝搬路は同じ（すなわち，往
きの伝搬路の俯角 θ と帰りの伝搬路の俯角 θ は等しい）と仮定した．しかし，
厳密には音源と反射体に相対速度があるため往きと帰りの伝搬路は異なるので，
送信時と受信時の俯角 θ が変化することになる．この俯角 θ の変化が測定精度
に与える影響は，これまで超音波の伝搬速度が音源や反射体の移動速度と比較
して十分に大きいので送信から受信までに要する時間は瞬時であると考え，そ
の変化は僅かであるとして問題視されて来なかった．この俯角 θ の変化が測定
誤差に与える影響は，ドプラシフト改善計算式とは直接の関連はないが，論旨
の展開上ここで検討する．なお，以下に述べる内容は付録 B で詳細に説明して
いる内容の要点である． 
	 送受信時の俯角変化による測定誤差への影響を評価する方法として，ここで
は伝搬媒体中の水深に対する音速分布を具体的に仮定したときに発生する俯角
θ の変化量を求め，そのときの測定誤差を算出する．仮定した音源 S と反射体
Tg の位置関係および音速分布を Fig. 3.9 に示す．すなわち，音源 S は水深 0 m（海
面）に位置し，俯角 θs = 60°で水深 200 m に位置する反射体 Tg に向け超音波を送
信する．放射された波は水中を伝搬して Tg で反射し，こんどは音源 S に向かっ
て伝搬する．ここで，音速分布は水深 0 m で cs = 1500 m/s，水深 200 m で ct = 1470 
m/s（海面に対して-2 %）とし，直線的に減少するもの（音速傾度一定）とする．
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ここで仮定する音速傾度は，海洋の音速傾度としては比較的大きな値である．
議論を簡単にするため，音源 S のみが速度 vs で移動し，反射体の移動速度 vt は
ゼロと仮定する．また，海中の流速もゼロと仮定する．  
	 水深に対して音速分布が直線的に一定の傾きで変化する場合，音線の形状は
円弧となる[14]．上記の音速分布と超音波ビームの俯角の条件を基に音源から反
射体に向かう往きの円弧の軌跡を求め，水深 200 m の反射体に入射する角度 θt
を求めると，θt は 60.66°となることが分かる（詳細は付録 B 参照）．  
	 次に反射体から音源に戻る反射波の帰りの円弧の軌跡を求める．音源が水平
方向に速度 vs で移動しているので，反射波の軌跡が音源と交わるためには音源
がビームに俯角を与えている方向に移動する場合（Fig. 3.9 に示す場合）は反射
点での反射角は θt > 60.66°でなければならない．逆に，音源がビームに対して後
方に移動する場合は反射点での反射角は θt < 60.66°でなければならない．そこで
反射波の反射角 θt を 60.66°を中心に Δθt = -1.0 ~ 0.0 ~ +1.0° （0.1°ステップ）で変
化させたときの帰りの軌跡をそれぞれ求め，反射波が再び音源で受信される入
射角 θs および帰りの伝搬時間と往きの伝搬時間の和から音源の移動速度 vs を逆
算して求めた．その結果，例えば音源移動速度が 3.02 m/s（約 6 ノット）のとき
の受信時の俯角 θs が 60.21°となることが分かった（詳細は付録 B，Table B.1 参
照）． 
	 上記の受信時の俯角θs = 60.21°と送信時の俯角θs = 60°との差Δθs = 0.21°は cosθ
の値の差としては 0.003 であり，送信時の cos (60°) = 0.5 に対する相対誤差は
0.6 %となる．よって，この場合の俯角変化は大きな測定誤差要因とはならない
ことが分かる．なお，この音源移動速度 3.02 m/s は，流速が速い黒潮でも 4 ノ
ット程度と言われているので，音源と反射体の相対速度としては速い場合と考
えてよい． 
	 上記の 0.6 %の相対誤差は単一ビームでドプラシフト測定を行なったときの
値であるが，ペアービーム方式では更に測定誤差が軽減される．送信時と受信
時の俯角の変化の様子は，フロントビームとリアービームで大きさはほぼ等し
く，同じ方向に変化することが分かる（詳細は付録 B，Table B.1 参照）．その結
果，ペアービーム方式を用いれば俯角変化による相対誤差は cosΔθs -１で与えら
れるので，上記の音源移動速度 3.02 m/s の場合 cos (0.21°) = 0.99999 となり，測
定誤差は殆ど発生しないことが分かる．音線の曲がりによる俯角の変化の様子
は，等価的にペアービームの張る平面内で微小のピッチング（あるいはローリ
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ング）が発生している場合と見なすことができる．ペアービーム方式は音線の
曲がりの影響を抑制する効果もあることが分かる． 
	 以上述べたことから，送信時と受信時の俯角 θ の変化が測定精度に与える影
響は，殆どないと言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.6 改善計算式の一般化 
	 3.4 で述べたように，改善計算式 (3.28) によれば，ドプラシフトは音源位置
と反射体位置のみで発生する局所的な現象であって，中間の伝搬路の音線の曲
がりの影響は受けない．そこで， Fig. 3.10 に示すように，伝搬媒体である 3 次
元空間の音速分布と流速分布が任意に与えられ，かつ空間内の任意の点に音源 S
と反射体 Tg が位置し，それらの間で超音波の送受を行うとき， 1 次元モデルか
ら出発して求めた改善計算式 (3.28) を 3 次元の一般化されたドプラシフト計算
式に拡張することを考える． 
	 いま，伝搬媒体の音速分布を c(x,y,z)，流速分布ベクトルを v(x,y,z)とする．
c(x,y,z)と v(x,y,z)は時間 t には依存しないとする．音源 S の移動速度ベクトルを
vs，音源位置の音速を cs，音源から放射される音波の波数ベクトルを ks，vs と ks
の挟み角を θs とする．同様に，反射体 Tg の移動速度ベクトルを vt，反射点の音
速を ct，反射体に入射する音波の波数ベクトルを kt，vtと ktの挟み角を θtとする． 
θt  
Fig. 3.9	 仮定した音速分布と俯角変化の様子 
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	 音源 S および反射体 Tg がある移動速度を持って位置が変化しているので，厳
密には往きの伝搬路と帰りの伝搬路は等しくはないと考えられる．しかし，前
節で述べたように，音源 S と反射体 Tg の移動速度は数 m/s であるので，往きと
帰りの伝搬路はほとんど変化しないと考えてよい．したがって，ここでは伝搬
路は往きと帰りで同じと仮定する． 
	 音源 S から送信される音波の波数ベクトル ks と反射点の波数べクトル ktは次
式で与えられる[15]． 
k s =
2π f
cs
ns                                                        (3.38) 
k t =
2π f
ct
nt                                                        (3.39) 
ここに，ns は音源から放射される音波の伝搬方向の単位ベクトル，nt は反射体に
入射する音波の伝搬方向の単位ベクトルである． 
	 よって式 (3.28) から，ドプラシフト Δf の 3 次元における一般式は次式のよう
に表現できる． 
 
                                                 (3.40) 
ここに，2 つのベクトルの間の・は内積を表す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Δf = 2
vs
cs
cosθs −
vt
ct
cosθt
⎛
⎝
⎜
⎜
⎞
⎠
⎟
⎟ f = 2
vs ⋅ns
cs
−
vt ⋅nt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f
=
1
π
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Fig. 3.10 ドプラシフト発生の 3 次元モデル 
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ct 
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	 波数ベクトルを使ってドプラシフトを表すと，式 (3.40) のように非常に簡潔
な式となる． 
 
3.7 まとめ 
	 水中超音波が音速と流速が場所によって変化する伝搬路上を伝搬するときに
受けるドプラシフト量を表す改善計算式を新たに導出した．導出された改善計
算式から，音源周囲の音速と反射体周囲の音速のみがドプラシフトに影響を与
える，また流速はドプラシフトに影響を与えない，また音源の移動速度と音源
周囲の音速，反射体の移動速度と反射体周囲の音速は結合した形で現れるなど
が分かった． 
	 次に導出した改善計算式を使って，伝搬路の音速を一定と仮定する従来計算
式の測定誤差を定量的に評価した．その結果，音源周囲の音速に対する反射体
周囲の音速の比をパラメータ A と定義して，最終的な測定値である反射体の移
動速度の相対誤差はパラメータ A に逆比例することを明らかにした． 
	 また，導出した改善計算式を使って，超音波ビームを海面に対してある俯角 θ
を与えながら送受信する現行の超音波ドプラ装置に発生する測定誤差について
考察した．その結果，水深に対する伝搬媒体の音速分布が層構造（通常海洋で
はこの条件が満たされる）であれば測定誤差は発生しないことを直接かつ明示
的に明らかにした． 
	 また，音源と反射体の間に相対速度があるとき超音波ビームを俯角 θ で送受
信すると音線の曲がりにより送受信時の俯角 θ が変化する．こ俯角変化が測定
誤差に与える影響について検討し，俯角変化は大きな測定誤差要因とはならな
いことを示した． 
	 最後に，改善計算式を伝搬媒体中の音源位置と反射体位置および音速分布と
流速分布が任意に与えられたときの 3 次元モデルに拡張し，一般化されたドプ
ラシフト計算式を示した． 
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第 4 章	 実証実験 
 
4.1 はじめに 
先に導出したドプラシフト改善計算式 (3.28) の妥当性を実証するため，小 
型ガラス水槽を使って実証実験を行った． 実験水槽を真ん中で二分し，一方の
水槽にトランスデューサを固定し，他方の水槽に移動する反射体（小さいアル
ミニウム球の鎖）を設置した．実験は 3 つの条件のドプラシフトを測定した．
すなわち，初めに二つの水槽の水温を常温とし，反射体の移動速度 vt を変化さ
せたときに発生するドプラシフトを測定した．次に，反射体の移動速度を最大 
(2.41 m/s)とし ，反射体を設置した水槽の水温は常温とし，トランスデューサ を
固定した水槽の水温を変化させたときに発生するドプラシフトを測定した．最
後に，反射体の移動速度を同様に最大 (2.41 m/s)とし ，今度はトランスデュー
サ を固定した水槽の水温を常温とし，反射体を設置した水槽の水温を変化させ
たときに発生するドプラシフトを測定した．以上のドプラシフトの測定結果を
改善計算式で求めた理論値と比較した[1], [2], [3]． 
 
4.2 実験装置 
Fig. 4.1 に，実験に使った小型ガラス水槽 (W900×D450×H450 mm3) を示す． 
実験では，音源（トランスデューサ）を固定し (vs = 0)，反射体（ターゲット）
に移動速度 vtを与えた．このようにしたときの改善計算式は次式で与えられる． 
Δfimp =
−2cosθvt f
ct
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   	 	 	 (4.1) 
ここに，cosθ は，前述したように 1 次元モデルを満たさないときの反射体移動
方向と超音波伝搬方向の不一致を補正するための係数である． 
	 式 (4.1) の音速 ct の値は，参考文献[4]の 0 ~ 100 ℃の間の 1 ℃間隔の音速実測
値を比例補間して求めた．Fig. 4.2 は，参考文献[4] の実測値を使って，水温に
対する真水の音速をプロットした図である．Fig. 4.2 から分かるように，真水の
音速は 0 ~ 60 ℃の範囲で大きく変化する． 
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ガラス水槽 (900 mm × 450 mm × 450 mm) 
トランスデューサ  
鎖ターゲット vt 
トランスデューサ とターゲットの固定台 
中央仕切り板 
音響窓 
モータ 
歯車 
歯車 
θ = 41.5° 
底面 
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(10-MHz サンプリング) MATLAB 
送信機* 
ファンクションジェネレータ 
(送信トリガーパルス発生用) 
Fig. 4.1 実験装置の構成 
*: ドプラログ NJC-24 2M 送受信回路流用（日本無線（株）製） 
Fig. 4.2 水温と真水の音速 [4] 
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	 ガラス水槽は，その中央に 10 mm 厚のアクリル仕切り板を設けて水槽を二分
し，片方の水槽に音源となるウレタンゴムでモールドされた直径 20 mm の PZT
円板振動子（圧電トランスデューサ）を上下，左右の 3 軸および水平，垂直の 2
方位に微調整可能な治具に固定し，もう一方に移動ターゲットとして直径 2.4 
mm のアルミニウム金属球の長さ 0.9 m の鎖を片方の水槽の壁からの反射の影響
を避けるため水槽のほぼ中央に設けた．トランスデューサとターゲットの間隔
は約 0.5 m である．二つの水槽の水温を約 10 ℃～約 50 ℃の範囲変化させること
によって，トランスデューサ周囲の音速 cs とターゲット周囲の音速 ct を変化さ
せた．以降，トランスデューサを固定した水槽をトランスデューサタンク，タ
ーゲットを設けた水槽をターゲットタンクと呼ぶ． 
	 仕切り板のほぼ中央に直径 110 mm の音響窓を設けた．音響窓には食品用ラッ
プ（DAISO 製，ポリエチレンとポリプロピレンの混合物質）を波面に対して正
反射を防ぐために斜めに貼った．音響窓を除く仕切り板表面には，断熱効果を
持たせるために 5 mm 厚の独立気泡入りクロロプレンスポンジゴムを貼った． 
水槽の水は，水中に含まれる空気を抜く（脱気処理する）ために，実験前に一
度 54 ℃まで温め，常温に戻るまで放置した．実験中は，冷やすときは氷を使い，
温めるときは 1 kW ヒーター2 機を使った．二つの水槽内の水温分布を均一とす
るためにそれぞれの水槽に水循環器を設けた．二つの水槽の水温は棒状温度計
をそれぞれ用意し測定した． 
	 水温分布の均一性を図る水循環器の効果を確かめるために，トランスデュー
サタンク（Td 水槽）の水温は常温とし，ターゲットタンク（Tg 水槽）の水温を
変化（15 ℃ ~ 52 ℃）させながら，トランスデューサタンクでは 3 つの場所，ト
ランスデューサの上方水面近く（上層），トランスデューサ近傍（中層），トラ
ンスデューサの下部の水槽底面近く（下層）の水温を測定し，一方ターゲット
タンクでは 3 つの場所，上部歯車近傍（上層），ターゲット反射点近傍（中層），
下部歯車近傍（下層）の水温を測定し，ほぼ同じ水温であることを確認した．
ターゲットタンクの水温の分布を測定するときは，ターゲットの移動速度 vt は
最大値の 2.41 m/s とした．水槽内水温の測定結果を Table 4.1 に示す． 
 
 
 Tg
	 Td
	 Tg
	 Td
	 Tg
	 Td
	

 15.0 26.0 43.0 25.7 52.0 27.9
 15.0 26.0 43.0 25.7 52.0 27.9
	 15.0 26.0 43.0 25.7 52.0 27.9
Table 4.1 水槽内水温分布の測定結果（単位は℃） 
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鎖ターゲットは，釣り用ゴム紐 0.2 m で連結してテンションを与えた．それを
回転する直径 99 mm の二つの歯車に固定した．歯車の回転面は横に寝かす構造
とした．ターゲットの水槽底面に対する傾き θ は 41.5°とした．また，ターゲッ
トの回転によって空中の気泡を巻き込まないようにするため，上の回転歯車も
水面下に沈むようにした． 
歯車の回転軸にモータを直結し，モータの回転速度を変えることによってター
ゲットの移動速度 vt を変化させた．モータの回転数は，ハンディー回転計
(SHIMPO DT-103C) を使って測定した． 
ターゲットの移動速度 vt (m/s)は次式から求めた． 
 vt = πD
R
60
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟
50
90
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟                                                   (4.2) 
ここに，D はターゲット回転直径 (D = 0.099 m)， 
        R はハンディー回転計の測定値 (rpm)， 
	 	 	 	 90 はモータ回転軸に取り付けられた歯車の歯数， 
	 	 	 	 50 はハンディー回転計に取り付けられた歯車の歯数 
である． 
	 送信周波数 1.99 MHz，パルス幅 PW 約 0.2 ms（400 周期），パルス繰り返し周
期約 40 ms のトーンバースト波をターゲットに向け送信し，ターゲットからの
反射エコーを受信した．受信信号はデータ収録装置（サンプリングオシロスコ
ープ，LeCroy 6051A）にて 8 ビット 10 MHz のサンプリング周波数にて AD 変換
した．データを収録するときは，サンプリングオシロスコープはシングルトリ
ガーモードを使い，エコー波形の振幅が大きくかつ波形の整った信号を選択し
て取り込んだ．収録データはオフラインにて次節 (4.3) で述べる方法によりド
プラシフトの周波数分析を行った． 
	 Fig. 4.3 に実験水槽の外観を示す． 
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	 Fig. 4.4 にハンディー回転計を示す．Fig. 4.5 にターゲット鎖を示す．また，Fig. 
4.6 に，ターゲットタンクを 2 つの 1 kW ヒーターで温めている様子を示す． 
 
 
	 	 	 	  
 
 
 
Fig. 4.3	 実験装置の外観 
トランスデューサ  
鎖ターゲット  
 モータ 
音響窓  
 歯車 
 歯車 
Fig. 4.4	 ハンディー回転形 
ハンディー回転計 
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Fig. 4.5 ゴム紐で連結された鎖ターゲット (0.9 m) 
鎖ターゲット 
Fig. 4.6 2 つの 1 kW ヒーターでターゲットタンクを温めている様子 
 
水温計 
1 kW ヒーター 
1 kW ヒーター 
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	 Fig. 4.7 に，使用した直径 20 mm PZT の指向性測定結果を示す．測定は，X-Y
ステージを使ってほぼターゲット反射点（トランスデューサとターゲットの距
離 0.5 m）に PVDF ハイドロホンを固定し，垂直方向（Y 軸方向）を移動させな
がら受信エコーの振幅を測定した．指向性は受信エコーの振幅が最大のところ
を基準にして正規化されている．直径 20 mm PZT の振動面が一様振幅に振動し
ている円形ピストン音源のビーム幅（-6 dB 全角）の理論値は 3.05°，ファースト
サイドローブの理論値は -17.6 dB である[5]．したがって，Fig. 4.7 から，ビーム
幅は約 3.0°（-6 dB 全角），ファーストサイドローブも-17 dB であるので，円形ピ
ストン音源と見なしてよいことが分かる．また，PZT の放射パターンが遠方界
となる距離は πa2/λ（ここに，a は PZT 半径，λは伝搬波長）から 0.42 m となる
ので[6]，測定距離 0.5 m は遠距離場を満たしている．したがって，ターゲット
に入射する波面がほぼ平面波と見做せるので，ターゲットへの入射角 θ が一定
となり，波面の曲率変化によるドプラシフトへの影響はないと考えられる．な
お，手動でハイドロホン位置を広範囲に渡って変えながら受信エコーを観察す
ることによって，予期しない方向に大きなレベルのサイドローブが発生してい
ないことを確認した．Fig. 4.8 指向性測定の様子を示す． 
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Fig. 4.7 トランスデューサ送波指向性測定結果（距離 0.5 m） 
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	 当初ターゲットを選択するとき，シングルターゲットを想定し，種々の大き
さと材質の球，具体的には 11φ，10φ，8φ，6φのプラスチックおよび 8φのアル
ミニウムの反射エコーレベルを相対的に比較した．結果は 8φのアルミニウム球
からの反射レベルが最も大きかった．しかし，単体のアルミニウム球に回転す
る歯車を使って移動速度を与える方法が見つからなかった．そこで，ターゲッ
トとしては，回転歯車に固定しやすいもとから鎖形状になっているものを見つ
けることにした．2.4φと 1.5φのアルミ球の鎖の反射エコーを相対比較したとこ
ろ，2.4φの反射レベルが大きかったので最終的に 2.4φの球を採用することとし
た．しかし，アルミニウム球鎖を回転歯車に固定し，手動にて位置を動かすと
エコーレベルが大きく変化することが分かった．そこで，先に記したように，
受信波形のデータを格納するときは，サンプリングオシロスコープはシングル
トリガーモードを使い，エコー波形の振幅が大きくかつ波形の整った信号（振
幅が一定の信号）を選択して取り込むようにした． 
	 Fig. 4.9 に代表的な受信波形の例を示す．最初のパルス a は送信の電気的な漏
れ信号である．b は鎖ターゲットからのエコー信号である．c はターゲット後方
の水槽壁からの反射エコーである．測定装置の受信機利得はターゲットエコーb
の振幅が飽和しないように選んである．このとき，送信漏れ信号 a と後方壁か
らの反射エコーc は飽和していたので，ターゲットエコーb と後方壁からの反射
Fig. 4.8 X-Y ステージを用いた指向性測定の様子 
 
X-Y ステージ 
PVDF ハイドロホン 
                                      42 
エコーc の振幅は単純に比較できないので注意を要す．また，パルス a からパル
ス b までの所要時間は 0.67 ms であり，この時間はトランスデューサとターゲッ
トとの距離 0.5 m (= 0.00067×1500/2) とほぼ一致している．同様に，パルス b
からパルス c までの所要時間 0.25 ms も，ターゲットと後方壁の距離 0.19 m とほ
ぼ一致している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3 受信波形の周波数分析方法 
	 f = 1.99 MHz，vt = 2.5 m/s，θ = 45°とすると，式 (4.1) から，ターゲット周囲の
水温変化(約 10 ℃ ~ 約 50 ℃)による音速変化によって発生するドプラシフトの
変化量は，約 300 Hz となることが予想される．そこで，この変化量を検出する
ために求められる周波数分析精度（FFT の周波数分解能）は，変化量より 1 桁
小さい 10 Hz 程度と想定した（目標とした）． 
	 以下の手順を使って受信エコーを 10 Hz の周波分解能で解析した． 
 (i)  ターゲットエコー（パルス幅約 0.2 ms，サンプル数約 2000）の中から，タ
ーゲットエコーの中央部分の時間幅 0.1 ~ 0.11 ms（サンプル数約 1000）を切り
出す（すなわち，ターゲット受信エコーの前後の波形を捨てる）．このようにエ
コー波形の前後を切り捨てた理由は，トランスデューサの応答特性と鎖ターゲ
ットの反射特性に起因するエコー波形前後の過渡特性の影響を避けるためであ
Fig.4.9	 受信波形の例 a: 送信からの漏れ信号, b: ターゲットエコー, c: 
背面壁からの反射信号 
a b c 
                                                 0       1       2       3       4       5 
                                          時間 (ms) 
	
	
	
受
信
波
形
 (
V
) 
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る． 
(ii)	 FFT の分解能（すなわち，計算値の周波数間隔）は，サンプリングレート
(Hz)とサンプル数の比で決まる．サンプリングレートを 10 MHz とすると，10 Hz
の分解能を得るためにはサンプル数は 100 万サンプル必要である．そこで，切
り出されたターゲットのエコー信号に「0」（ゼロ）データを付加し，全体で 100
万サンプル数以上となるようにする．具体的には，以下のように付加する「0」
データ数 N を決定している．受信エコーの中央部分から切り出したデータ数を
L とすると，次式を満たす最小の整数 M を求める． 
LM >1000000                                                       (4.3) 
次に M を使って次式から N を決定する． 
N = (M −1)L                                                        (4.4) 
	 このように「0」（ゼロ）データを付加すれば，全体のサンプル数は 100 万を
超えることになる．「0」（ゼロ）データを付加することによって周波数分析精度
を高める手法を zero padding technique（あるいは zero padding  method）と呼ぶ．
zero padding technique は，中心周波数を持った狭帯域信号に適用すると，周波数
分析精度を高めることが分かっている[7]． 
(iii)	  MATLAB を使って，約 100 万サンプルの波形を周波数分析し，そのスペ
クトル分布を求める． 
(iv)	 算出されたスペクトル分布のピークを示す周波数 f”はエコー波形の中心周
波数と考えられる．そこで，送信周波数 f とピークを示す周波数 f”からドプラシ
フト Δf = f”－f を決定する． 
 
	 Fig. 4.10 は，Fig. 4.9 の受信波形からターゲットエコーを切り出したデータに
zero padding を施し，FFT を使って求めたスペクトル分布の例である．このスペ
クトル分布のピークを示す周波数から受信波形の中心周波数 f”を求める．図中
「*」は，zero padding を行なっていない受信エコーのデータ（サンプル数約 1000）
の FFT 結果を表している． 
zero padding の周波数分析方法の性能評価をするため，ファンクションジェネ
レータ (FG) を使ってキャリアー周波数を切れのよい数値の 2 MHz を中心に 
±1kHz の範囲で種々変化させたトーンバースト波（パルス幅 PW = 0.2 ms，パル
ス繰り返し周期 PRR = 10 ms）を作り，その波形をデータ収録装置（LeCroy 6051A）
に直接データ収録し，その収録データを前述の方法にて 1 回の周波数分析を行
                                      44 
60 
 
40 
 
20 
 
0 
 
-20 
った．その結果を Table 4.2 に示す．Table 4.2 の結果から，周波数分析方法とし
ては 10 Hz 程度の精度は得られていることが分かる． 
なお，zero padding technique において，付加する「0」（ゼロ）データ数を増や
せば幾らでも周波数分析精度を高めることができるという訳ではない．信号対
雑音比 (SNR) の値が有限な受信波形の場合，その周波数分析精度は SNR で規定
される． 
 
	 	 	 	 	  
 
 
 
 
 
	 	 	 	  
 
 f (Hz) 	 (Hz) 
 (Hz)
1 2000000-1000 1998996.3 -3.7
2 2000000-200 1999790.1 -9.9
3 2000000-100 1999890.0 -10.0
4 2000000-50 1999940.1 -9.9
5 2000000 2000000.0 0.0
6 2000000+50 2000050.0 0.0
7 2000000+100 2000100.0 0.0
8 2000000+200 2000199.8 -0.2
9 2000000+1000 2000989.8 -10.2
Fig. 4.10 Zero padding technique を使って求めたスペクトル分布の例 
（ピーク周波数 1.99 MHz） 
Table 4.2	 FG 信号の周波数分析結果 
1970     1980       1990      2000      2010 
                 周波数 (kHz) 
相
対
ス
ペ
ク
ト
ル
レ
ベ
ル
 (
dB
) 
 
  0 
 
-20 
 
-40 
 
-60 
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4.4 実験結果 
 
4.4.1 ターゲット水槽とトランスデューサ水槽が常温でターゲット移動速度を
変化させた場合 
	 ターゲット水槽の水温 21.0 ℃，トランスデューサ水槽の水温 19.6 ℃として，
ターゲットの移動速度 vt を 0 ~ 2.41 m/s と変化させたときのドプラシフトを測定
した． 
  Fig.4.11 に 4 点の移動速度 (vt = 0, 0.72, 1.58, 2.41 m/s) に対する各々実測値 20
データの平均値およびターゲット移動速度に対する式 (4.1) から求めた理論値
を示す． Fig.4.11 から実測値と理論値は数十 Hz の違いでよく一致していること
が分かる．4 点の移動速度の測定値の標準偏差は，それぞれ 11.4  Hz (vt = 0 m/s), 
42.3 Hz (0.72), 58.4 Hz (1.58), and 74.9 Hz (2.41) であった．なお，これらの測定値
のばらつき（±標準偏差）を測定点上に垂直なエラーバーとして表示しようとし
たが，バーの長さが短いので省略した． 
	 付録CのTable C.1に 4点の移動速度 (vt = 0, 0.72, 1.58, 2.41 m/s) に対する各々
実測値 20 データ，その平均値および標準偏差を示す． 
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Fig.4.11	 ターゲット移動速度とドプラシフト Δf 
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4.4.2 ターゲット水槽が常温でトランスデューサ水槽の水温を変化させた場合 
	 ターゲット水槽の水温は常温 (20.5 ~ 22.0 ℃) に保ち，トランスデューサ水槽
の水温を 11.4 ~ 52.2 ℃に変化させたときのドプラシフトを測定した．ターゲッ
トの移動速度は 2.41 m/s である．Fig. 4.12 に 4 点のトランスデューサ水槽の水温 
(11.4, 25.5, 39.6, 52.2 ℃) に対する各々の実測値 20 データの平均値およびトラン
スデューサ水槽の水温変化に対する式 (4.1) の理論値を示す．図中，測定点上
の垂直なエラーバーは 20 の測定データの±標準偏差の幅を示した． 
	 この場合のドプラシフト Δf は，式 (4.1) から分かるように，vs = 0 なのでトラ
ンスデューサ周囲の音速 cs（すなわちトランスデューサ周囲の水温）には無関
係となる．Fig. 4.12 から，トランスデューサ周囲の水温が変化しても，ドプラシ
フトはほとんど変化しないことが分かる．この結果は理論計算式 (4.1) とほぼ
一致している． 
	 付録 C の Table C.2 に 4 点のトランスデューサ水槽の水温 (11.4, 25.5, 39.6, 
52.2 ℃) に対する各々実測値 20 データ，その平均値および標準偏差を示す． 
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Fig. 4.12	 トランスデューサ水槽温度とドプラシフト Δf  
         (vs = 0) 
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4.4.3 トランスデューサ水槽が常温でターゲット水槽の水温を変化させた場合 
	 トランスデューサ水槽の水温は常温 (19.0 ~ 22.0 ℃) に保ち，ターゲット水槽
の水温を 10.2 ~ 51.7 ℃に変化させたときのドプラシフトを測定した．ターゲッ
トの移動速度は 2.41 m/s である．Fig. 4.13 に 4 点のターゲット水槽の水温 (10.2, 
24.8, 39.0, 51.7 ℃) に対する各々の実測値 20 データの平均値および式 (4.1) の
理論値を示す．図中のエラーバーは Fig. 4.11 と同様に 20 の測定データの±標準
偏差の幅を示した． 
	 この場合は，理論計算式 (4.1) により，ターゲット周囲の水温，すなわちタ
ーゲット周囲の音速 ct の変化にしたがってドプラシフトが変化する．Fig. 4.13
から実測値は理論計算式 (4.1) にしたがって概略変化していることが分かる． 
Fig. 4.12 と Fig. 4.13 のデータのばらつきを比較すると，Fig. 4.13 の方が大きい．
この理由の一つは，ターゲット水槽の温度を変化させたとき，水槽内の水温の
均一性については測定して確認しているが，水循環に伴う水槽内の水温分布の
局所的なゆらぎが存在し，それが受信波形に影響していることが考えられる．
また他の理由として，目に見えない細かい気泡が水中に存在し，その気泡から
の反射エコーがターゲットエコーに直接重畳されたので，エコー波形が大きく
影響を受けていることが考えられる．データのばらつきの要因については更に
究明中である． 
付録 C の Table C.3 に 4 点のターゲット水槽の水温  (10.2, 24.8, 39.0, 51.7 ℃)
に対する各々実測値 20 データ，その平均値および標準偏差を示す． 
	 	 	 	  
 
4200.0  
4400.0  
4600.0  
4800.0  
5000.0  
5200.0  
0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  


)


(
	
Δ
f (
H
z)

		


Fig. 4.13	 ターゲット水槽温度とドプラシフト Δf 
例 
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4.5 まとめ 
	 前章で導出したドプラシフト改善計算式を実証するために行った小型ガラス
水槽を用いた実証実験について，実験装置，ドプラシフトの周波数分析方法，
および実験結果について述べた．実験はガラス水槽を真ん中で二分し，一方の
水槽にトランスデューサを固定し，他方の水槽に移動する反射体を設置した． 
反射体は小さいアルミニウム球を数珠つなぎにした鎖を回転する歯車に固定し，
移動速度を与えた．二分した水槽のそれぞれの水温を変化させることによって
トランスデューサ および反射体の周囲の音速を種々変化させながら，移動する
鎖反射体からの反射波のドプラシフトを測定した．トランスデューサ からトー
ンバースト波を反射体に向け送信し，反射体から帰ってくるエコー波形を再び
トランスデューサ で受信し，その波形をサンプリングオシロを使って収録した．
周波数分析は，収録データに zero padding の手法を施し，オフラインにて FFT
分析を行った．ドプラシフトの実測値は，改善計算式から求めた理論値と数十
Hz のオーダの差異でよい一致が得られた．よって，改善計算式の妥当性が実証
された．トランスデューサ に移動速度を与えた場合 (vs ≠ 0) のドプラシフト測
定は，実験装置の構成が複雑でかつ大掛かりとなることから実施できていない．
今後の課題の一つと考える． 
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第 5 章	 改善計算式の応用 
 
5.1 はじめに 
	 改善計算式 (3.28) からドプラシフト Δfimp は，反射体の場所（反射点の位置）
の音速 ct の関数であることが分かる．実際，Fig. 4.13 の結果は，ターゲット周囲
の水温変化（音速変化）がドプラシフトの変化を発生させている．そして水中
では，音速 ct は主に水温によって変化し，水温と音速の正確な関係（実験式）
が分かっているので，もし改善計算式を使って反射点の音速 ctが測定できれば，
実験式を逆算することによって水温を求めることができそうである． 
	 改善計算式 (3.28) に現れる変数の内，音源移動速度 vs，音源周囲の音速 cs，
および送信周波数 f は，既知と考えられる．したがって，改善計算式から ct を分
離して取り出すためには，残りの変数である反射体の移動速度 vt を他の独立し
た方法で測定できればよいことになる．vt をリモートで測定する他の方法として，
測定原理上伝搬媒体の音速に左右されない相関速度計（Correlation sonar（対地
船速計）または ACCP: Acoustic Correlation Current Profiler）を挙げることができ
る[1], [2], [3], [4], [5]． 
	 3.5 節で述べたように，通常のドプラ流速計（俯角 θ で超音波を送受信する方
式）は音線の曲がりの影響を受けるためにリモート水温計のドプラシフト測定
にはそのままでは利用できない．改善計算式 (3.28) を利用するためには，ドプ
ラシフト Δfimp を測定する系の超音波伝搬路と反射体（遠隔の測定点）の移動速
度 vtを測定する系の超音波伝搬路が同一となる Fig. 3.1 に示す 1 次元モデルを基
礎に置いた測定系（装置の構成）が望ましい．そのためには，例えば，垂直ビ
ームを使って湧昇流のような海流の垂直成分を測定する構成が考えられる．本
章では，以上の測定系の基本方針を基に，改善計算式のドプラシフト Δfimp を測
定するドプラ流速計と相関流速計（海中微小浮遊物をターゲットとした相関速
度計）とを組み合わせた超音波式リモート水温計を提案し，その実現可能性に
ついて考察する． 
 
5.2 従来の超音波式リモート水温計 
	 魚群探知機のように，航行中の船舶から深度方向の水温分布をリモートで測
定する装置は，1980 年代に盛んに研究された[6], [7], [8], [9]．本節ではその代表
                                      50 
的なリモート水温計の測定原理を述べる． 
	 Fig. 5.1 に示すように，送波器と 2 つの受波器が船底で間隔 d 離して固定され
ている．送波器から海底に向け超音波パルスを送信し，所望の水深 z にある潮流
に乗って移動する海中微小浮遊物からの反射エコーをわずかにビーム方向の異
なる (θ1, θ2) 2 つの受波器で受信する．このとき，2 つの受波器が受信する反射
エコーの時間差 Δt は，伝搬経路の差 (Fig. 5.1 の A→B→C) に起因する伝搬時間
差と考えられるので，伝搬路 (A→B→C) の長さ Δl，伝搬路 (A→B→C) の平均
音速を cABC とすると，cABC は次式で与えられる[9]． 
cABC =
Δl
Δt
=
d
Δt
tanθ2 − tanθ1 +
1
cosθ2
−
1
cosθ1
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟                              (5.1) 
	 海中の音速 cと水温Tの関係を示す実験式が幾つか報告されているが[10], [11]，
それらの中で最も簡単な実験式が次式の Medwin の実験式である[10]． 
 (m/s)  (5.2) 
ここに，T：水温 (℃)，0 ≦ T ≦ 35 
	 	 	 	 S：塩分濃度 (psu)，0 ≦ S ≦ 45 
        z：水深 (m)，0 ≦ z ≦ 1000 
である．式 (5.2) から分かるように，音速 c は水温 T の 3 次式で与えられる. 
したがって，音速 cABC が得られれば，塩分濃度 S，と水深 z を適切に仮定して，
この 3 次方程式を T について解くことによって水温を求めることができる．3
次方程式の解の公式を付録 C に示す． 
	 Fig. 5.1 に示す測定原理はビーム交叉方式と呼べるもので，送波と受波の超音
波ビームを交叉させることによって，所望の水深の場所の音速を直接測定する．
ビームの交叉方法を変化させることによって他に幾つかの変形方式が提案され
ているが，基本原理はみな同じで伝播経路の差を形成し，その場所の音速を直
接測定している．この方法の実現の難しさは，方位分解能の精度（測定位置の
特定精度）を高めるためには非常に狭いビーム幅を有する大きな送波器および
受波器を用意しなければならないこと，また，この狭いビーム幅の送波器およ
び受波器を所定の設置精度（ビームの幾何学的な交叉位置精度）を確保しなが
ら船底に固定しなければならないことなどが挙げられる．また，測定精度を上
げるためにはベースライン長 d を大きくすることが望まれるが，送波器および
受波器を船底に搭載する場合は自ずと限界が生ずる． 
	 上記のビーム交叉方式と本質的に異なる測定原理の方法として，伝搬吸収損
c =1449.2+ 4.6T −0.055T 2 +0.00029T 3 + (1.34−0.010T )(S −35)+0.016z
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送波器 
d 
海面 
受波器 1, 2 
反射体（海中微小浮遊物） 
z 
A: z = z1 
B: z = z2 
C 
受波ビーム 1 
受波ビーム 2 
失 α が使用周波数と水温に依存している性質を利用した方法が提案されている
[8]．その測定原理は，Fig. 5.2 に示すように，3 つの異なる周波数（例えば， f1 = 
28 kHz，f2 = 100 kHz，f3 = 200 kHz）の超音波を海底に向け同時に送信し，所望
の水深の反射体からの反射エコーを受信する．周波数により伝搬吸収損失 α が
異なるので 3 つの周波数の受信エコーの振幅の違いからそれぞれの周波数の伝
搬吸収損失 α1, α2, α3 が測定できる．このとき，吸収損失比 ε = (α3 - α1) / (α2 - α1) と
水温の関係が得られるので，εから水温を逆算することができる．この方法は上
記のビーム交叉方式と比較して，送受波器が小型化できるので船底への装備が
容易になる，また，ベースライン長の確保も不要であるなどの利点がある．し
かし伝搬吸収損失 α1, α2, α3 は，周波数が異なると大きく変化するが，それぞれ
の値の温度変化は小さく，吸収損失比 ε と水温の関係から精度よく水温を求め
ることが難しいようである． 
	 なお，超音波式リモート水温計は，1980 年代に盛んに研究された時期があっ
たが，現在ではリモート水温計に関する報告はほとんどない．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5.1 従来提案の超音波式リモート水温計の測定原理 
（交叉ビームを使った直接音速測定方法） 
θ1 
θ2 
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送受波器 1 海面 
反射体（海中微小浮遊物） 
z 
送受波器 2 送受波器 3 
f1 f2 f3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3 リモート水温計への応用 
 
5.3.1 相関流速計の測定原理 
	 5.1 節で述べたように，伝搬媒体の音速に左右されず反射体の移動速度（すな
わち流速）vt をリモートで測定する方法として，相関流速計（Correlation sonar
または ACCP: Acoustic Correlation Current Profiler）を挙げることができる．相関
を使って速度を測定する方法は，電波を使って航空機の対地速度を測定するこ
とから始まった．電磁波の応用技術が音響分野に拡張された訳である．この相
関流速計は一般にあまり普及していないが，後述する新規提案のリモート水温
計の測定原理を理解する上でも重要と考えるので，本節でその測定原理の要点
を述べる． 
	 Fig. 5.3 に相関方式の測定原理を示す[2]．音源（送波器 Tx）と反射体の相対速
度を vt（ここでは反射体のみ移動）とする．相関方式では，送波器 Tx から図に
示すように，送信間隔 τで 2 つ超音波パルス (P1, P2) を送信する．反射体からの
Fig. 5.2 従来提案の超音波式リモート水温計の測定原理 
（吸収損失測定方法） 
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反射エコーを間隔 s 離れた 2 つ受波器 Rx1, Rx2 で受信する．理解を容易にするた
め，ここでは，反射体の移動速度 vt の方向と受波器 Rx1, Rx2 の設置方向は同じと
する． 
	 Fig. 5.4 に送信波形と受信波形を示す．受信波形は反射体である海中微小浮遊
物が海中に分布しているため明確に 2 つのパルスに分離していない．ここで，
受波器 Rx1 で受信した初めのエコー波形 eh11 と受波器 Rx2 で受信した 2 つ目のエ
コー波形 eh22 について注目する．送信間隔 τの間に反射体が移動する距離 vtτ が
丁度 2 つの受波器 Rx1, Rx2 の設置間隔 s の 1/2 となっているとき，反射体である
海中浮遊物の流れが定常的であるので，eh11 と eh22 はほぼ同一の波形になってい
ると考えられる．すなわち，eh11 と eh22 の間には強い相関があることになる．よ
って，eh11 と eh22 の間には，次式を満たすとき最も大きな相関が発生する[1], [2], 
[3]． 
                                                           (5.3) 
なお，ここでは式 (5.3) を直感的に導出したが，付録 D に数式を使った導出結
果を示す．よって，式 (5.3) から反射体の移動速度 vt は次式で与えられる． 
                                                            (5.4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
s = 2vtτ
vt =
s
2τ
Tx Rx1 Rx2 
送信間隔 τ 
反射体（海中微小浮遊物） 
s = 2vtτ 
vt 
送受波器アレイ 
Fig. 5.3 相関方式の測定原理 
vtτ 
P1 
P2 
Rx4  ・・・ Rx3 
x 
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	 被測定値 vt は実際の海洋では変化するので，そのつど式 (5.4) を満たす相関
値最大の受波器間隔 s も変化することになる．ここで，原理式 (5.4) を実際の装
置に応用するとき 2 つの方法が考えられる．一つは，s を固定して，τ を変化さ
せて相関値最大の τ を求める方法である．この方法は，τを変化させることが容
易であること，また，原理的に受波器は 2 個用意すればよくコストが抑えられ
といった利点がある．二つ目の方法は，τ を固定して，受波器の間隔 s を変化さ
せ相関値最大の s を求める方法である．この場合は受波器の間隔 s を変化させる
方法を別途考えなければならない． 
	 実用化されている相関方式は後者の方法を採用している．等価的に受波器の
間隔 sを変化させる方法として，3個以上の複数の受波器を一列に並べて，Fig. 5.5
に示すように受波器の配列間隔 σ に対応して相関値の分布を求め，その分布の
ピーク値 σm を推定 (curve fitting algorithm) する．図中，σ1, σ2, σ3, σ4・・は複数
の受波器の中から任意の 2 つを選んだとき（例えば，受波器 Rx1 と Rx2，Rx1 と
Rx３，Rx2 と Rx3 など）の距離である．よって，相関値の原点（相関値を測定する
ときの初めの超音波パルスのエコーを受信した受波器位置）からピーク位置ま
での距離 σm から，反射体の移動速度 vt を次式から求める． 
                                                            (5.5) 
	 先に述べたように，送信間隔 τ を可変とすれば 2 つの受波器のみで相関値の分
布のピークを測定できるようになり，受波器の数が少ない装置構成とすること
ができる．しかし実用の相関方式の装置ではそのような方法は取らず，コスト
の掛かる受波器の数を増や構成を採用している．その理由は，実際に τ を変化さ
せたときの送信毎のエコー波形のばらつきが非常に大きく，相関値のピーク検
出が難しいことが予想される． 
	 相関方式の特徴は，反射体の移動速度を測るための基準距離（物差し）が，
相関値の分布を求める複数の受波器の設置間隔となっているので，ドプラ方式
とは異なり伝搬媒体の音速の変化の影響を受けない点である．その他の特徴と
して，ドプラ方式と比較して，使用周波数を低く選べば，深い水深まで流速（ま
たは対地船速）を測ることができる．また，送波器，受波器のビーム幅がある
程度ブロードであることが望まれるので，振動子の寸法が小さくできる．また，
ビーム幅が広いので，送波器，受波器を固定するプラットホーム（船底）の動
揺の影響を受けにくい． 
 
vt =
σ m
2τ
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5.3.2 リモート水温計の構成 
A. 構成案 1：水平方向流速を利用する構成 
	 初めに，Fig. 5.6 に示す水平方向の流速を測定する現行のドプラ流速計と相関
送信波形 
P1 P2 
受信波形 1 (Rx1) 
eh11 eh12 
eh21 eh22 
τ 
相関値 
R(σ) 
σ  σ1     σ2   σm   σ3        σ4 ・・ 
τ 
τ 
t 
t 
t 
受信波形 2 (Rx2) 
Fig. 5.4 相関方式の送信波形と受信波形 
Fig. 5.5 相関値の分布 
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ドプラ流速計 
反射体（海中微小浮遊物） 
vs 
vt 
θs 
海面 
z 
θt 
相関流速計 
・ 
・ 
流速計の組み合わせによるリモート水温計の実現の可能性について検討する．
2.3 節および 3.4 節で述べたように，現行のドプラ流速計は超音波ビームを海水
に対してある俯角 θ を与えながら送受信する．水深に対する音速分布は 3.4 節で
述べたように層構造であると仮定する．式 (3.34), (3.40) から，この場合のドプ
ラシフト Δf は次式で与えられる． 
Δf = 2 vs cosθs
cs
−
vt cosθt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f = 2
vs − vt
cs
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟cosθs f = 2
vs − vt
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟cosθt f            (5.6) 
	 相関流速計を使って反射体の移動速度 vt は得られているとする．音源の移動
速度 vs も GPS（全地球測位システム）などを使って得られているとする．式 (5.6) 
から測定目標である反射体周囲の音速 ct を求めるには残りの反射体への入射角
θt を知る必要があるが，θt は水深に対する音速分布が分からなければ確定できな
いので矛盾が生じてしまう．したがって，現行のドプラ流速計と相関流速計の
組み合わせではリモート水温計は実現できないことが分かる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
B. 構成案 2：垂直方向流速を利用する構成 
	 次に改善計算式 (3.28) を直接適応できる構成として，垂直ビームを使って湧
Fig. 5.6 水平方向の流速を測定する現行ドプラ流速計と相関流速計の
組み合わせによる装置の構成 
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昇流のような海流の垂直成分を測定する構成を検討する．Fig. 5.7 に示すように，
ドプラ流速計を使って垂直方向の海流 vt のドプラシフトを測定し，vt は垂直方向
に距離 s 離して設置した受波器 Rx1 と Rx２を使って相関方式により測定する構成
とする．この場合，相関流速計の送波器 Tx および受波器 Rx1，Rx２のビーム方向
は所望の水深の反射点に向けて θ 傾ける． 
	 しかしこの構成では，Fig. 5.1 に示した交叉ビーム方式の水温計と同様に，深
い水深の水温の測定精度をある程度確保しながら測定するためにはドプラ流速
計の送受波器 TD と相関流速計の送波器 Tx，受波器 Rx1，Rx２の設置間隔 d を離す
必要がある．また，相関流速計のビーム方向を θ 傾けるので，音線の曲がりの
影響も避けられない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 	  
 
 
 
z 
反射体 
（湧昇流） 
vt 
Fig. 5.7 垂直方向の流速を測るドプラ流速計と相関流速計の組み合わ
せによる装置の構成 
Rx1 
Tx 
ドプラ流速計 
Rx2 
s 
θ 
θ 
θ 
相関流速計 
d 
TD 
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C. 構成案 3：3 次元流速を利用する構成 
	 そこで次に，Fig. 5.8 に示すように，音線の曲がりの影響を受けないようにド
プラ流速計も相関流速計と同一伝播路の垂直ビームを用いた構成を検討する． 
	 相関流速計も垂直ビームを用いるためには，受波器を垂直に配置することは
できず，水平方向にずれた配置とせざるを得ない．すなわち，相関流速計の送
波器 Tx と受波器アレイ (RX1, RX2, RY1, RY2, RZ1, RZ2・・・) を 3 次元（立体的）
に配置することになる．その結果，反射点の流速の垂直成分を直接測ることが
できないので，反射点の超音波伝搬方向と流速ベクトルの方向の余弦を決定す
るために，反射点の 3 次元流速ベクトル v を測定する必要が生じる． 
	 このような構成とすれば，Fig. 5.8 に示すようにドプラ流速計の送受波器 TD
と相関流速計の送波器 Tx と受波器アレイの設置間隔 d を小さく，隣接できる．
更に相関流速計の送波器 Tx をドプラ流速計の送受波器 TD と共用できれば，d = 0
とすることも可能である．また，音速分布が層構造でない伝搬媒体であっても
（この場合一般に音線の曲がりが発生する），ドプラ流速計と相関流速計の超音
波伝搬路は同一となるので，一般化した改善計算式 (3.31) を使って水温を測定
できると考えられる．以下，このように構成されたときの相関流速計による反
射点の 3 次元流速ベクトル v を求める計算式を求める． 
	 Fig. 5.8 に示すように，ここでは数式を簡略化するため，相関流速計の送波器
Tx を直交座標系 X-Y-Z の原点に配置し，受波器は X 軸上，Y 軸上，Z 軸上にそれ
ぞれ間隔 s で配置する．送波器，受波器のビーム方向は真下に（垂直方向に）向
ける．直交座標系 X-Y-Z はちょうど座標原点を頂点とする直角三角錐がその底面
を真下方向に向けて固定されている形となる． 
	 図の煩雑さを避けるために Fig. 5.8 には表示しなかったが，実際の X 軸上，Y
軸上および Z 軸上の受波器は，Fig. 5.9 に示すように，受波信号の相関値のピー
クを推定するため 3 個以上が配置される．このとき，受波器の間隔 s，s1，s２，・・・
は，Fig. 5.5 に示す受波器の配列位置 σ を種々変えるために，等間隔は避けるべ
きである[5]．複数の受波器を効率よく配列するには，複数の受波器の中から，
任意の 2 つの受波器抽出したとき，それらの間隔が異なるようにすればよい．
そのように配列したときの 3 素子配列と 4 素子配列の場合を Fig. 5.10 に示す． 
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v 
vs 
eb 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5.8 垂直方向流速を測るドプラ流速計と 3 次元流速を測る 3 次元配列相関流速
計の組み合わせによる装置の構成 
Fig. 5.9 実際の X 軸上の受波器の配置 
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	 さて，X-Y-Z 座標系から見た反射点の流速ベクトル vの X, Y, Z 成分を以下の通
りとする． 
                                                      (5.7) 
X 軸上の相関流速計受波器を使って，X 軸方向の相関値のピーク位置が σmX と推
定できたとする．同様に Y 軸方向の相関値のピーク位置を σmY ，Z 軸方向の相
関値のピーク位置を σmZ とする．2 パルスの送信間隔を τ とすると，式 (5.5) か
ら以下の関係が得られる． 
                                                          (5.8) 
                                                          (5.9) 
                                                         (5.10) 
ここでは，X-Y-Z 座標系から見た垂直ビーム方向の単位ベクトルを eb とすると，
次式で与えられる． 
                                   (5.11) 
ビーム方向単位ベクトル eb は，垂直ビーム方向の流速成分を抽出するために導
入する．ビーム方向と流速ベクトル vの方向の方向余弦を cosΘとすると，cosΘ
は次式で与えられる． 
v = (vX ,vY ,vZ )
vX =
σ mX
2τ
vY =
σ mY
2τ
vZ =
σ mZ
2τ
eb =
1
3
, 1
3
, 1
3
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟= (0.58,0.58,0.58)
Rx1 Rx2 
Rx4  
Rx3 
0       1       2       4       5 
X 
X 
0       1       2       3       4       5       6 
(a) 
(b) 
Rx1 Rx2 Rx3 
Fig. 5.10 効率のよい受波器の配置 (a): 3 素子配列の場合, (b): 4 素子配列
の場合 
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                      	 	 	                           (5.12) 
よって，反射体のビーム方向（垂直方向）の移動速度 vt は次式で与えられる． 
                                          (5.13) 
よって，ドプラシフト改善計算式 (3.28) を使って，ドプラシフト Δf は次式で与
えられる． 
Δf = 2 vs
cs
−
v cosΘ
ct
⎛
⎝
⎜
⎜
⎞
⎠
⎟
⎟ f = 2
vs
cs
−
eb ⋅ v
ct
⎛
⎝
⎜⎜
⎞
⎠
⎟⎟ f                                 (5.14) 
ここに vs はドプラ流速計の送受波器および相関流速計の送波器，受波器のビー
ム方向の移動速度，cs はそれらの周囲の音速，ct は反射点の周囲の音速である．
Δf は，ドプラ流速計を使って測定したビーム方向のドプラシフトである． 
	 vs と cs は既知と考えられるから，式 (5.14) を ct について解けば目的の反射点
周囲の音速が求まる．よって ct は次式で与えられる． 
ct =
2 fcs
2 fvs −Δfcs
1
3
(vX + vY + vZ )
⎧
⎨
⎩
⎫
⎬
⎭
 
 =
fcs
2 fvs −Δfcs
1
3τ
(σ mX +σ mY +σ mZ )
⎧
⎨
⎩
⎫
⎬
⎭
                                 (5.15) 
更に，vs = 0（ADCP, ACCP が海底などに固定）の場合は，式 (5.15) は次式とな
る． 
ct = −
2 f
3Δf
(vX + vY + vZ ) = −
f
3τΔf
(σ mX +σ mY +σ mZ )                      (5.16) 
ただし，vX+vY+vZ = 0 （すなわち，式 (5.13) のビーム方向の流速成分 vt がゼロ）
のときはドプラシフトが発生しないので除く． 
	 5.2 節で述べたように，式 (5.15) または式 (5.16) の音速 ct を使って，式 (5.3)  
の水温 T に関する 3 次式を水温 T について解かなければならない．このとき，
反射点の塩分濃度 S (psu)と水深 z (m)も入力する必要がある．次節 (5.3.3) で述
べるように，塩分濃度 S は，水深 z によってほとんど変化しないと考えられるの
で[12]，測定海域毎に一度塩分濃度を測定し，その値を用いればよいと考える．
また，式 (5.3) から分かるように，水深 z の音速への寄与は小さいので，測定海
cosΘ =
eb ⋅ v
v
vt = eb ⋅ v =
1
3
(vX + vY + vZ )
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域の平均音速として 1500 m/s または音源位置の音速 cs を用いて，送波から受波
までの所要時間 tr から，水深 z = cstr/2 を入力すればよいと考える． 
 
5.3.3 リモート水温計の実現性 
	 本節では，リモート水温計を実現するためのドプラ流速計と相関流速計に要
求される測定精度について検討する． 
 
A. 要求測定精度 
	 Medwin の音速実験式 (5.3) を使って，水温変化 (10 ~ 20 ℃) に対する音速変
化を計算した結果を Table 5.1 に示す．水深 z，塩分濃度 S の設定値は Table 5.1
に示す通りである．Table 5.1 から，水温を 1 ℃の精度で測定することを目標と
すると，音速に対する変化量 (%)を見ると，0.2 %程度となっていることが分か
る． 
	 水深 z の音速への寄与であるが，Medwin の式 (5.3) によると，水深が 100 m
変化したとき 0.16 m/s の変化であるので，水温変化の寄与と比べて小さいこと
が分かる．水深変化に対する音速変化は，測定海域の平均音速（1500 m/s また
は音源位置の音速 cs）と送信から受信までの所要時間 tr を使って測定点の水深を
補正する程度でよいと考える．また，塩分濃度 S の音速への寄与について，Table 
5.2 に塩分濃度変化 (30 ~ 40 psu)に対する音速変化を計算した結果を示す．塩分
濃度 S の音速変化への寄与は水温変化のそれの 1/2 程度であり，無視できない変
数であることが分かる．しかし，測定海域における塩分濃度は水深 z によってほ
とんど変化しないと考えられるので[12]，測定海域毎に一度塩分濃度を測定し，
その値を用いればよいと考える． 
	 次に音源が固定されている場合の式 (5.16) の測定誤差を評価する．Δf，vX，
vY，vZ にそれぞれ以下に示す測定誤差があったとする． 
                                                     (5.17) 
                                                     (5.18) 
                                                      (5.19) 
                                                      (5.20) 
このとき，式 (5.16) の ct の相対誤差は次式で与えられる． 
δct
ct
=
δΔf
Δf
+
δvX +δvY +δvZ
vX + vY + vZ
≅
δΔf
Δf
+
δvX
vX
                                (5.21) 
Δf = Δf +δΔf
vX = vX +δvX
vY = vY +δvY
vZ = vZ +δvZ
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式 (5.21) は音速の測定相対誤差は，ドプラ流速計によるドプラシフトの相対誤
差と相関流速計による流速の相対誤差の和となることを言っている． 
	 そこで，前述したように水温を 1 ℃の精度で測定するためには音速の測定精
度は 0.2 %程度が求められるので，その誤差を単純にドプラ流速計と相関流速計
に 2 分して，目標としてドプラ流速計と相関流速計に求められる測定精度（絶
対誤差）はそれぞれ 0.1 %程度と考える． 
 
 
 
z：水深 
(m) 
T：水温 
(℃) 
S：塩分濃度 
(psu) 
c：音速 
(m/s) 
音速差分 
(m/s) 
変化量 
(%) 
100 10 35 1491.6  ー ー 
100 11 35 1495.1  3.5  0.2  
100 12 35 1498.6  3.5  0.2  
100 13 35 1501.9  3.4  0.2  
100 14 35 1505.2  3.3  0.2  
100 15 35 1508.4  3.2  0.2  
100 16 35 1511.5  3.1  0.2  
100 17 35 1514.5  3.0  0.2  
100 18 35 1517.5  2.9  0.2  
100 19 35 1520.3  2.9  0.2  
100 20 35 1523.1  2.8  0.2  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 5.1 水温変化に対する音速変化（Medwin の実験式による[10]） 
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z：水深 
(m) 
T：水温 
（℃） 
S：塩分濃度 
(psu) 
c：音速 
(m/s) 
音速差分 
(m/s) 
変化量 
(%) 
100 20 30 1517.4  ー ー 
100 20 31 1518.5  1.1  0.1  
100 20 32 1519.7  1.1  0.1  
100 20 33 1520.8  1.1  0.1  
100 20 34 1522.0  1.1  0.1  
100 20 35 1523.1  1.1  0.1  
100 20 36 1524.2  1.1  0.1  
100 20 37 1525.4  1.1  0.1  
100 20 38 1526.5  1.1  0.1  
100 20 39 1527.7  1.1  0.1  
100 20 40 1528.8  1.1  0.1  
 
 
B. 測定誤差の要因 
	 ドプラ流速計および相関流速計の測定誤差の要因は，次のものが考えられる． 
(i) トランスデューサ（送受波器，送波器，受波器など）を固定するプラットホ
ームの動揺に起因する誤差． 
(ii) トランスデューサの機械的設置精度に起因する誤差．例えばビーム方向のず
れ，トランスデューサの設置間隔の誤差など． 
(iii) 多数のトランスデューサ が使われるときのそれぞれのトランスデューサ 
の特性（送波感度，受波感度，指向性など）のばらつきによる誤差． 
(iv) 受信信号の信号対雑音比（SN 比）に関わる統計的な雑音に起因する誤差．
受信信号の雑音としては，トランスデューサ から入り込む音響的な水中の背景
雑音と装置内部の自己雑音． 
(v) 相関値分布のピーク値 σm の推定 (curve fitting algorithm) 誤差（相関流速計の
み）． 
 
	 (i)の誤差について，通常ドプラ流速計では Fig. 2.5 に示すペアービーム方式を
Table 5.2 塩分濃度変化に対する音速変化（Medwin の実験式による[10]） 
                                      65 
採用しているので影響は相当低減される．また相関流速計についても，もとも
とトランスデューサのビーム幅が広いので動揺の影響は受けにくい．したがっ
て，ドプラ流速計と相関流速計共に標準装備として動揺センサは内蔵されてい
ないようである．しかし，更に測定精度を高めるために，動揺センサを使って
プラットフォームの動揺の影響を補正することは可能であろう．勿論トランス
デューサ が海底などに固定される場合は(i)は発生しない．(ii), (iii)は原理的には
補正ができる系統誤差である． 
	 (iv)の誤差を低減あるいは抑制するための方法は，まずは信号レベルを増やす，
すなわち，使用超音波の送信信号のレベル（送信パワー）高めることである．
しかし，水中音響ではキャビテーションと呼ばれる送波器の単位面積当たりの
振動面に注入できるパワーに限界がある．(iv)の誤差は不規則誤差（ランダム誤
差）であるため受信信号の平均処理が有効である．実際，海洋の測定対象は，
海流のように時間的にほとんど変化しない定常性の高い対象が多く，測定時間
を長くするあるいは測定回数を増やす平均処理が多用される． 
	 ドプラ流速計の(iv)に関わるドプラ周波数 Δf の測定誤差の標準偏差 σf は，信
号対雑音比 (SNR) が大きいとき次式で与えられる[13], [14]． 
                                                          (5.22) 
ここに Tp はトーンバースト波のパルス時間幅である．N 回の繰り返し測定を行
いそれらのアンサンブル平均をとると，σf は次式となる． 
                                                       (5.23) 
	 相関流速計の(iv)に関わる流速の測定誤差の標準偏差 σv は次式で与えられる
[2], [4]． 
σ v =
W
4τ πN
1+ 1
SNR
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟                                               (5.24) 
ここに W は相関関数の幅（送波器の寸法で近似できる）である． 
	 式 (5.23), (5.24) から，理論的には測定回数 N を増やせば，σf と σv の測定誤差
は幾らでも小さくできることになる．付録 E に，式 (5.24) に具体的な数値を代
入したときの流速測定誤差の標準偏差 σv の計算結果を示す． 
 
σ f ≅
1
Tp
σ f ≅
1
NTp
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C. 現行ドプラ流速計および相関流速計の測定精度 
	 2.3 節で述べたように，潮流に乗って移動する海中微小浮遊物の体積散乱強度
sv は，浮遊物の特性（大きさ，密度，音響インピーダンスなど）に依存し，海中
微小浮遊物からの受信エコーレベルは海域，季節などによって大きく変化する．
また，受信信号の SNR を規定する背景雑音（周囲雑音，自己雑音）は数十 kHz
の水中超音波では波浪雑音が主であり，この値も海況（シーステート）によっ
て大きく変化する[15]．したがって，海中微小浮遊物の体積散乱強度 sv や背景雑
音を仮定して受信信号の SNR を求め，式 (5.23), (5.24) を用いて測定値の誤差を
評価しても実用上有益な結果を得ることは難しい．そこで，本節では，一つの
目安として，ドプラ流速計および相関流速計の測定精度に関して，論文発表の
数値（研究用試作機の性能）および市販製品の公表値（機器メーカーのカタロ
グ仕様性能）を参考にすることとする． 
	 初めにドプラ流速計の測定精度について述べる．通常ドプラ流速計の測定対
象は水平面内の 2 次元流速であるが，2.3 節で述べたペアービーム方式を使えば
垂直方向の流速成分も測定できる[14]．しかし現在では，Fig. 5.11に示すように，
流速の垂直方向成分を直接測定する目的で真下方向（垂直方向）に超音波ビー
ムを向けた 5 つ目のトランスデューサ を設けたドプラ流速計が商品化されてい
る[16]． 
 
 
 
	 	 	 	 	 	 	  
 
 
 
B. Enhanced reflection off specular surface 
In many applications it is desirable to use the amplitude 
signal from the acoustic beam to determine the distance to the 
water’s surface or bottom. Specifically, the amplitude profile is 
examined to find the local maximum in the echo which 
corresponds to the specific boundary. 
The reflection from the water’s surface (air-water interface) 
is often highly specular. As such, beams which strike the 
surface at a non-perpendicular angle will have the majority of 
their energy reflected away, with only a small portion of the 
energy reflecting back toward the instrument. By contrast, a 
vertical beam will strike the water’s surface at a nearly 
perpendicular angle, and so the majority of the acoustic energy 
is reflected back toward the instrument. 
C. No sidelobe rejection region needed 
The acoustic signal reflected at a boundary (the water’s 
surface or bottom) has a high return level, far greater than the 
acoustic return generated by the scatterers within the water 
column. Because of this, the vertical range to the boundary 
limits the useful profiling range of the instrument due to 
acoustic sidelobes. 
As shown in figure 1 below, when a signal is transmitted 
from a Janus beam (at an angle of 25 degrees in this example) 
there is also energy propagating vertically due to transducer 
sidelobes. The acoustic signal within the sidelobe has a much 
lower amplitude than the signal in the main lobe – roughly 35 
decibels lower – and so it does not affect the measurement 
when both the sidelobe and main lobe signals are being 
reflected off scatterers within the water column. However, 
when the sidelobe signal strikes the boundary, the sidelobe 
signal is reflected with much more efficiency than the main 
lobe signal, which is still reflecting off of scatterers within the 
water column. Because of this, the sidelobe signal return 
becomes significant with respect to the main lobe signal, and 
the overall measurement becomes corrupted by sidelobe 
interference, and the data beyond this point is no longer usable. 
In summary, the range of a slant beam is limited because its 
side lobe strikes the surface before the main lobe of the beam. 
In the case of the vertical beam, however, the main lobe will 
strike the surface before the side lobes, and so useful data may 
be obtained much closer to the surface. 
III. DESIGN CONSIDERATIONS 
A. Beam diameter / beam width 
A key source of long-term error (measurement bias) in 
ADCP instruments is the way in which the beam intersects 
with any stratification in the return signal. This can be due to 
the sea surface or bottom (i.e. the air-water interface or the 
water-bottom interface) or non-uniformity of the return within 
the water column. The latter is sometimes designated as a “life 
layer” and causes a horizontal stratification of the scatterers 
within the water column. 
When a beam intersects such a stratification boundary, it 
intersects over a range of angles as determined by the beam 
width. Each of these intersection angles generates a different 
Doppler shift, and any directional dependence in the return 
signal will generate a measurement bias. Because of this, it is 
typically desirable to minimize the width of the beam in order 
to minimize these bias effects. 
Since stratifications are most commonly horizontally 
distributed, a vertical beam will strike at a perpendicular angle 
nominally, and the angles of intersection will be centered about 
zero. Because of this, the vertical beam is much more tolerant 
of a wider beam width. 
Since a vertical beam is commonly used to detect the range 
to the boundary (water’s surface or bottom), having a wider 
beam is beneficial since it makes the overall range-to-boundary 
measurement more tolerant to instrument tilt. It also has the 
practical benefit of allowing for a smaller transducer, which in 
turn allows for a more compact overall design. As shown in 
 
Fig. 1. Range of a Janus beam can be truncated by vertical sidelobe 
interference 
 
Fig. 2. The vertical beam transducer in a Sentinel V ADCP 
Fig. 5.11 垂直ビーム用トランスデューサ (Teledyne RD I, Sentinel V ADCP) [16] 
垂直ビーム用トランスデューサ  
                                      67 
	 例えば Teledyne RD Instruments 社（日本代理店）のホームページに垂直ビーム
を有する機種 (Sentinel V ADCP) の測定精度が公表されている[17]． 
 
長期測定精度  SV20/SV50： 0.3 % または ±3.0 mm/s 
              SV100： 0.5 % または ±5.0 mm/s 
 
SV20 は使用周波数が 1000 kHz，可測水深 20 m の装置，SV50 は 500 kHz，可測
水深 50 m， SV100 は 300 kHz，可測水深 100 m である． 
	 上記の測定精度は測定値のばらつき（標準偏差）を意味し，絶対誤差を意味
していないことに注意を要す．長期測定精度についてメーカの仕様によれば，
所定の測定精度が得られるように，使用条件（設置型，移動型，河川または沿
岸で使用など）により平均処理時間を適切に設定して得られる精度とのことで
ある．また，SV20/SV50 の 0.3 %とは，流速の水平成分の測定精度を意味し，垂
直方向の流速測定精度は別途以下の式で与えられる． 
垂直方向の標準偏差 = （水平方向の標準偏差×tan Bw） / 2             (5.27) 
ここに Bw は垂直ビームのビーム幅 (25°) である．式 (5.27) から，垂直方向の
測定精度（標準偏差）を求めると，0.1 %が得られる．よって，垂直ビームを使
えば，前述したリモート水温計を実現するためのドプラシフト測定精度 0.1 %が
達成できそうである． 
	 次に相関流速計の測定精度について調べる．初めに Consilium（スウェーデン
のメーカ）の装置を挙げる．このメーカは，古くから（1972 年から）商船向け
に対地速度計として，相関船速計 SAL Speed Logs を製品化している[18]．メー
カのカタログによると，使用周波数 150 kHz, 可測水深 250 m，測定精度 1.0 %と
なっている．次に中国の大学で研究されている相関速度計を紹介する[19]．使用
周波数 70 kHz で，水深数百 m の海域における船舶の対地速度の測定精度を評価
した結果が報告されている．DGPS を基準（真値）と考えて，(1.2%v+3) cm/s の
測定精度 (rms error) を達成している．以上 2 つの事例から，相関流速計の測定
精度（標準偏差）は 1.0 %程度と考えられる．この数値は前述した目標精度 0.1 %
より 1 桁大きく，目標値の達成に対しては非常に厳しい数値である． 
	 ところが，最近（2015 年），Kraken Robotics Inc. から Correlation Velocity Log
として Aqua Trak が発売された[20], [21]．その仕様を Table 5.3 に示す．UUA 
(Unmanned Underwater Vehicle) 搭載用の対地速度計として開発されたものであ
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る．使用周波数は 150 kHz, 海底からの高度は 300 m まで測定可能である．長期
測定精度が 0.1 %となっていて，他社の測定精度より 1 桁よい．そこでは，
Correlation 技術と SAS (Synthetic Aperture Sonar) 技術が併用されている．ただ，
SAS の技術が具体的にどのように相関速度計に適用されているかに関する報告
は見当たらない．一般に SAS では，送受波器を移動させ等価的に狭いビーム幅
を実現することによって高い方位分解能を得ている．同様な考え方から，受波
器の移動距離を等価的に受波器間隔の増大に置き換え，結果的に，相関値の分
布のピーク値 σm の推定精度を高める工夫がなされていると推測される．  
	 以上のことから，相関流速計についても，前述したリモート水温計を実現す
るための反射体移動速度の測定精度 0.1 %が達成できそうである． 
 
 
 
Operating Frequency   150 kHz 
Bottom Velocity Precision   ±0.3cm/s at 3m/s 
Min/Max Altitude   0.5m / 300m 
Long Term Accuracy   ± 0.1% ± 0.1cm/s 
Operational Speed   Hover to 30+ knots 
Depth Rating   3,000m (6,000m option) 
Housing Material   Aluminum (Titanium option) 
Communications   
NMEA0183 (RS232), standard PD0/1 messages, 
UDP/TCP 
Ping Rate   10 Hz maximum 
Operating Temperature   -5 to 45°C 
Size:   245mm H x 225mm Diameter 
Weight (air/water)   16kg / 9kg 
Power Consumption (avg)   < 10W 
Power (DC input)   18-36V (24V nom) or 36-72 (48V nom) 
      
 
 
 
Table 5.3 相関速度計 Aqua Trak の仕様[21] 
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5.4 考察 
	 以上，ドプラシフトの改善計算式を応用して超音波式リモート水温計を実現
するための装置構成（測定方法）について述べた．その装置は，ドプラシフト
を測定するためのドプラ流速計と反射体の移動速度を測定するための相関流速
計の組み合わせによって構成されるものであった． 
	 リモート水温計の水温測定の分解能を 1 ℃と仮定すると，ドプラ流速計と相
関流速計に求められる測定精度（目標値）は，0.1 %であることが分かった．現
在市販されているドプラ流速計と相関流速計の現状の測定精度の実力値を調べ
たところ，いずれも 0.1 %を達成している装置が存在していた．ここで測定精度
は，測定値の標準偏差で定義されていることに注意しなければならない．測定
誤差は系統誤差 (systematic error) と不規則誤差 (random error) に分けられ，系
統誤差は発生原因が分かっているのでそれを補正できるが，不規則誤差は補正
できず平均処理によってその値を低減できる．測定精度 0.1 %を達成しているド
プラ流速計と相関流速計が実用化されている事実は，リモート水温計の実現に
向け強い追い風になると思われる． 
	 ドプラ流速計も相関流速計も元来水平面内の流速や船速を測定する装置とし
て開発されたものである．すなわち，これらの装置は超音波の伝搬方向に対し
て横方向の変化・動きを測定している．これに反し，本論文が問題とするリモ
ート水温計は，伝搬方向と同じ方向の変化・動きを測定する．ドプラ流速計に
ついては，伝搬方向と同じ方向のドプラシフトを測定するので，寧ろ有利であ
ると考えられる．一方，相関流速計を使って垂直方向の流速（反射体の移動速
度）を測定することは新たな試みであり，その実現には机上の設計では気づか
ない，思わぬ落とし穴が待ち受けているかもしれない．  
	 また，測定精度 0.1 %を実現している相関流速計 (Aqua Trak) は反射体が海底
の対地船速計である．リモート水温計では，反射体は海中の微小浮遊物である
ので，海底と海中浮遊物ではその反射係数（ターゲットストレングス）がかな
り異なることが予想される．相関流速計を使って流速を測定し，ドプラ流速計
の測定値と比較している報告があるが，相関流速計の流速の測定精度までは言
及していない[4]．リモート水温計実現のキーデバイスは，相関流速計の実現に
あると思われるので，次の課題として，垂直方向の流速を測定する相関流速計
の部分試作とその評価が重要と考える． 
	 最後に，3.2.2 節で改善計算式 (3.28) を導出したとき，その特徴として，音源
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の移動速度 vs と音源周囲の音速 cs，反射体の移動速度 vt と反射体周囲の音速 ct
は結合した形となっていて，vt が 0 のときは ct はドプラシフトと無関係になるこ
とを指摘した．したがって，本章で提案する水温計を使って反射点の水温を測
定するためには，前提条件として，反射体がある移動速度 (vt ≠ 0) を持っている
ことが必要であることを付言しておく． 
 
5.5 まとめ 
	 ドプラシフトの改善計算式の応用として，魚群探知機のように，船舶に搭載
して簡易に深度方向の水温分布を高精度で測定できる超音波式リモート水温計
の実現可能性について検討した．超音波式リモート水温計として，所望の水深
に存在する海中の微小浮遊物の深度方向の移動速度（海水の垂直速度成分と一
致）を測定するドプラ流速計 (ADCP:Acoustic Doppler Current Profiler) と相関流
速計 (ACCP:Acoustic Correlation Current Profiler) を組み合わせた構成の装置を
提案した．水温測定の目標測定精度を 1 ℃と仮定したとき，ドプラ流速計と相
関流速計に求められる測定精度は略 0.1 %であることを示した．市販されている
現行のドプラ流速計および相関流速計の仕様性能を調査した結果，測定精度
0.1 %が達成されている装置がそれぞれ存在することが分かった．したがって，
目標測定精度を 1 ℃のリモート水温計の実現性に関し，肯定的な結果を得るこ
とができた． 
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第 6 章	 結論 
 
	 本論文では，現行の超音波ドプラ装置で使われる伝搬路上の音速を均一な一
定値と仮定するドプラシフト計算式に替えて，新たに伝搬路上の音速が場所に
よって変化しているときのドプラシフト計算式を導出した．導出された改善計
算式を使って，音速を一定とする従来計算式における種々の誤差評価を行った．
また，改善計算式を実証するための実験を行い理論の妥当性を実証した． 
	 ドプラ効果を利用して船速あるいは流速を測定する超音波ドプラ装置では，
ドプラシフトを計算するときの音速は，伝搬媒体中で均一な一定値（通常トラ
ンスデューサの周囲の音速）が使われる．しかし，実際の海洋では，海水の温
度，圧力，塩分濃度によって音速が変化するので，このように伝搬媒体の音速
が水深によって変化するにもかかわらず音速を一定値と仮定してドプラシフト
を計算すると，何らかの測定誤差が発生すると予想される．しかし，伝搬路上
に存在する音速変化がドプラシフトの測定精度に与える影響について統一的に
考察された報告例は，見当たらなかった． 
	 そこで，新たに伝搬路上の音速が場所によって変化しているときのドプラシ
フト計算式の導出を試みた．導出方法の基本的な考え方は，音源から有限な時
間幅のパルス波が反射体に向け送信され，反射体で反射され，再び音源に戻っ
て受信されるとき，このパルス波が受ける時間幅の伸縮の計算式を求め，その
逆数からドプラシフト計算式を求めた．導出された改善計算式から，音源周囲
の音速と反射体周囲の音速のみがドプラシフトに影響を与える，また音源の移
動速度と音源周囲の音速，反射体の移動速度と反射体周囲の音速は結合した形
となっているなどの知見を得た． 
	 続いて，その導出された改善計算式を使って，伝搬路上の音速を均一な一定
値と仮定する従来計算式の測定誤差を明らかにした．すなわち，音源周囲の音
速に対する反射体周囲の音速の比をパラメータ A と定義して，最終的な測定値
である反射体の移動速度の相対誤差は，パラメータ A に逆比例することを示し
た．また，水深に対して音速変化があるときの現行の超音波ドプラ装置に発生
する測定誤差について考察した．その結果，水深に対する伝搬媒体の音速分布
が層構造（通常海洋ではこの条件が満たされる）であれば測定誤差は発生しな
いことが分かった． 
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	 小型ガラス水槽を使って，導出したドプラシフト改善計算式の実証実験を行
った．実験は，実験水槽を真ん中で二分し，一方の水槽にトランスデューサを
固定し，他方の水槽に移動する反射体を設置し，反射体の移動速度や二分した
それぞれの水槽の音速を変化させるためにそれらの水温を変化させながら，ド
プラシフトを測定し，改善計算式の理論値と比較した．その結果，実験値と理
論値はよい一致が得られた． 
	 最後に改善計算式の応用として，超音波式リモート水温計の実現の可能性に
ついて考察した．水中の音速は，主に水温によって変化し，水温と音速の正確
な関係（実験式）が分かっている．そこで，もし改善計算式を使って反射点の
音速が測定できれば，実験式を逆算することによって水温を求めることができ
る．この考えの基に，超音波式リモート水温計の一つの装置構成案を提案した．
そこでは，ドプラシフトを測定するドプラ流速計 (ADCP) と反射体の移動速度
を測定する相関流速計 (ACCP) との組み合わせの構成となった．以下に得られ
た結果について各章ごとにまとめる． 
 
	 第 1 章では，本研究に関わる先行技術の歴史的発展経過と現状を概観し，本
研究の位置づけとその目的を述べた．また，本論文の構成を述べた． 
 
	 第 2 章では，ドプラ効果を速度測定に応用した代表的な現行の超音波ドプラ
装置の測定原理を説明した．現行の装置ではドプラシフト計算式は伝搬路上の
音速を一定と仮定して導出した計算式が使われることを述べた．また，実際の
装置では船舶の進行方向に向いているフロントビームと後方に向いているリア
ービームの 2 つの超音波ビームを用いるペアービーム方式が使われることを述
べ，その特徴についても述べた． 
 
	 第 3 章では，実際の海洋では音速が変化するので，音速と流速（流速は実質
的に音速を変化させる）が伝搬路上で変化するときのドプラシフト計算式を超
音波パルスの時間幅の伸縮変化を基に新たに導出した．新たに求められた改善
計算式から，流速の影響は無視できること，音源周囲の音速と反射体周囲の音
速のみがドプラシフトに影響を与えること，音源の移動速度とその周囲の音速，
反射体の移動速度とその周囲の音速は結合したで現れるなどの結論を得た．ま
た，音源周囲の音速に対する反射体周囲の音速の比をパラメータAと定義して，
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伝搬路上の音速を一定と仮定する従来計算式の測定誤差を評価した．最終的な
測定値である反射体の移動速度の相対誤差は，パラメータ A に逆比例すること
を明らかにした．また，超音波ビームを海面に対して俯角 θ を与えながら送受
信する現行のドプラ装置では，水深の音速変化による音線の曲がり（伝搬方向
の屈折）の影響が重畳されることになる．このように音線の曲がりが発生して
いるときの現行ドプラ装置の測定誤差について検討した．その結果，水深に対
する伝搬媒体の音速分布が層構造（通常海洋ではこの条件が満たされる）であ
れば測定誤差は発生しないことを明らかにした．また，改善計算式とは直接の
関連はないが，音源と反射体の間に相対速度があるとき超音波ビームを俯角 θ
で送受信すると音線の曲がりにより送受信時の俯角 θ に差異が生じる．こ俯角
変化が測定誤差に与える影響について検討し，俯角変化は大きな測定誤差要因
とはならないことを示した．また，改善計算式を伝搬媒体中の音源位置と反射
体位置および音速分布と流速分布が任意に与えられたときの 3 次元モデルに拡
張し，一般化されたドプラシフト計算式を示した． 
 
	 第 4 章では，小型水槽を使って，改善計算式に対する実証実験の結果を述べ
た．実験水槽を真ん中で二分し，一方の水槽にトランスデューサを固定し，他
方の水槽に移動する反射体（小さいアルミニウム球の鎖）を設置した．実験は 3
つの条件のドプラシフトを測定した．すなわち，初めに二つの水槽の水温を常
温とし，反射体の移動速度を変化させたときに発生するドプラシフトを測定し
た．次に，反射体の移動速度を最大 (2.41 m/s)とし ，反射体を設置した水槽の
水温は常温とし，トランスデューサ を固定した水槽の水温を変化させたときに
発生するドプラシフトを測定した．最後に，反射体の移動速度を同様に最大 
(2.41 m/s)とし ，今度はトランスデューサ を固定した水槽の水温を常温とし，
反射体を設置した水槽の水温を変化させたときに発生するドプラシフトを測定
した．以上のドプラシフトの測定結果を改善計算式で求めた理論値と比較した
ところ，実験値は理論値とよい一致が見られ，改善計算式の妥当性が実証され
た． 
 
	 第 5 章では，改善計算式の応用として，超音波式リモート水温計への応用の
可能性について考察した．改善計算式の中には，反射体の場所（反射点の位置）
の音速が含まれている．そして水中では，音速は主に水温によって変化し，水
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温と音速の正確な関係（実験式）が分かっているので，もし改善計算式を使っ
て反射点の音速が測定できれば，実験式を逆算することによって水温を求める
ことができる．この考えの基に，超音波式リモート水温計の一つの構成方法を
提案した．改善計算式に含まれる音源の移動速度, 音源周囲の音速, 送信周波数
は既知と考えられるので，改善計算式から反射点の音速を分離して取り出すた
めには，残りの変数である反射体の移動速度を他の独立した方法で測定しなけ
ればならない．反射体の移動速度をリモートで測定する他の方法として，測定
原理上伝搬媒体の音速に左右されない相関流速計が考えられた．そこで，ドプ
ラシフトを測定するドプラ流速計と反射体の移動速度を独立して測定する相関
流速計とを併用した超音波式リモート水温計を提案した．実用化されているド
プラ流速計と相関流速計の測定精度の実力値をそれぞれ調査した結果，目標の
測定精度を有するドプラ流速計と相関流速計が存在することが分かった．よっ
て，リモート水温計の実現可能性について肯定的な結果が得られた． 
 
	 今後の課題としては，改善計算式の導出や現行ドプラ装置の測定精度を評価
するときなど，一環として幾何光学の考え方に準じた音線理論に基づいた議論
を展開した．波動現象をより厳密に理解するには波動理論である．周波数が低
くなったとき音線理論は適用できなくなるので，波動理論から改善計算式の導
出を試み，改善計算式の周波数の適用限界について検討する必要があろう．ま
た，第 4 章のまとめでも述べておいたが，トランスデューサ に移動速度を与え
た場合のドプラシフト測定の実験も実施すべきと考える． 次に，リモート水温
計の実現に向けた課題として，先ずは相関流速計の原理を使って垂直方向の流
速を測定する装置を試作し，性能の評価実験を行うことが挙げられる．その結
果が満足できるものであれば，将来展望として，ドプラ流速計と相関流速計を
組み合わせた超音波式リモート水温計の設計，試作，評価を進める予定である．  
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付録 A：音源周囲の音速 cs の解釈について 
 
A.1 モールド材付き音源のドプラシフトの発生メカニズム 
	 Fig. A.1 に示すように P 点に音源（送受波器）S が，Q 点に反射体 Tg が距離
d0 離れて位置している．位置座標 z の原点を音源位置として，z 軸の正方向は反
射体 Tg に向けてとる．音源の移動速度（P-Q 方向成分）を vs，反射体の移動速
度（P-Q 方向成分）を vt とする．音源と反射体の相対速度は遠ざかる (vs < vt) と
する．音速 c は位置 z の関数 c(z)と考え，音源 S の周囲の音速を cs，反射体の周
囲の音速を ct と表す．同様に流速 u も位置 z の関数 u(z)と考え，音源 S の周囲の
流速（P-Q 方向成分）を us，反射体周囲の流速（P-Q 方向成分）を ut とする．更
にここでは，音源は厚さ zm のモールド材で覆われている場合を考察する[A1]．
モールド材の音速を cm とする．周囲の海水の音速を cw とする． 
	 さて，時間 t = 0 において，音源 S から時間長 T のパルス波が反射体に向けて
送信され，反射体で反射され，再び音源に戻ってきて受信される場合を考える．
音源位置の座標を zP，反射体位置の座標を zQ，パルス波の先頭位置の座標を zl
およびパルス波の後端位置の座標を ztとする．音源を覆うモールド材の影響は，
送信時の音源領域と受信時の音源領域で発生する．そこで，これら 2 つの領域
をローカル座標として抜き出し，拡大して Fig. A.2，Fig. A.3 に示す．これらの
図中，P1，P2，Tf，P3，P4，Tb，TC，TD は，Fig. 3.2 と同じである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
音源 S 反射体 Tg 
音速 cs 音速 ct 
速度 vt 速度 vs 
流速 us 流速 ut 
P (z = 0) Q (z = d0) 
Fig. A.1	 モールド材付き音源 S と反射体 Tg が同一直線上を移動する場合 
                                      82 
A.2 送信時音源領域におけるパルス時間幅の伸縮 
モールド材としてウレタンゴムを想定すると，cm > cw である．パルス先頭が t = 
0 に送信されると，ウレタンゴムの厚さ zm の中を cm + vs の音速で伝搬しウレタ
ン表面に達する．その後は，cw + us で海水中を伝搬する．一方，パルス後端は，
t = T 後に音源から離れ，ウレタンゴムの中を cm + vs の音速で伝搬し，ウレタン
表面に達し，その後は，cw + us で海水中を伝搬する．その様子を Fig. A.2 に示す．
パルス先頭の軌跡 P1 とパルス後端の軌跡 P2 を比較すると，伝搬経路の違いは
P1-1, P1-2, P2-1（太線）で発生している．しかし，P1-1 と P2-1 の伝搬時間は同じと考
えられるから，結局パルス時間の伸縮は，P1-2 だけで発生することになる．この
P1-2 だけで発生する伸縮の様子は，あたかもウレタン表面が音源表面と見なして
よいことを言っている．すなわち，cs はモールド材の外の水の音速と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A.3 受信時音源領域におけるパルス時間幅の伸縮 
再び音源位置に戻ってきたパルス先頭は，ウレタン表面を通過し，ウレタンゴ
ム の厚さ zm 中を cm - vs の音速で伝搬し，最後に音源（振動子表面）に到達す
る．パルス後端も同様である．その伝搬軌跡の様子を Fig. A.3 に示す．この場合
の伝搬経路の違いは P3-1, P3-2, P4-1（太線）で発生する．したがって，この場合も，
上述の Fig. A.2 と同様な議論の結果，パルス時間幅の圧縮が発生する伝搬路は
P3-2 だけと考えることができる．これは，ウレタン表面が音源表面と見なしてよ
いことを言っている．すなわち，cs はモールド材の外の水の音速と考えられる． 
 
Fig. A.2	 送信時のローカル座標 
P1 
t 
z 
 
zm 
P2 
zP = vst 
zP = vst+zm 
Tf 
T 
T 
 
ウレタンゴム 
P1-1 
P1-2 
P2-1 
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A.4 まとめ 
以上述べたように，音源（送受波器）を防水構造とするためにウレタンゴム，
ヒマシ油，鉱物油などの絶縁体で被った構造では，ドプラシフト改善計算式に
おける音源周囲の音速 cs は，音源周囲のモールド材の音速ではなく，周囲の水
の音速と考えるべきである． 
なお，ここでは音源と反射体の相対速度が遠ざかる場合 (vs < vt) を詳述したが，
音源と反射体が近づく場合 (vs > vt) でも同様な結論となる． 
 
 
 
参考文献 
[A1] 田中正吉，鎌倉友男，野村英之，“音速と流速が場所で変化しているときの
ドップラー効果	 その 2  − ドップラーシフト改善計算式の実証実験結果報告	
−,” 信学技報 US2016-28, 47-52 (2016). 
 
 
 
 
 
Fig. A.3	 受信時のローカル座標 
Tb P3 
t 
z 
zm 
P4 
zP = vst 
zP = vst+zm 
TC TD 
T” 
ウレタンゴム 
P3-1 
P3-2 
P4-1 
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付録 B：俯角 θ の変化の測定誤差に与える影響について 
 
B.1 はじめに 
ドプラ装置では通常超音波ビームの方向を海面に対して俯角 θを与えて送受 
信する．このとき，一般に水中の水深に対する音速分布が変化するため，音線
の曲がり（超音波の屈折）が発生する．音源（送受波器）と反射体の間に相対
速度があるので，送信時の俯角 θ と反射して帰ってきたときの受信時の俯角 θ
が異なることになる．この俯角 θ の変化は，ドプラ装置の測定誤差の発生要因
の一つと考えられる． 
	 これまでのドプラ装置では，超音波の伝搬速度（約 1500 m/s）は音源（また
は反射体）の移動速度と比較して 3 桁程度大きいので，俯角 θ の変化は小さい
として無視されてきた．ここでは，水深に対する音速分布を実際の海中に近い
分布と仮定したときの俯角 θ の変化量を具体的に求め，その結果を基に測定誤
差に与える影響について検討する． 
 
B.2 音速傾度一定の分布の音線計算式（理論） 
	 音線の曲がりはスネル (Snell) の法則に従う．そして，水深に対して音速分布
が直線的に一定の傾き（音速傾度と呼ぶ）で変化する場合，音線の形状は円弧
となることが知られている[B1]．音線理論では，任意の音速分布のときの音線の
曲がりは，音速分布を音速傾度が一定とみなせるように深度に対して多層に細
分し，分割した層内では音線の軌跡を円弧として求め，円弧を次々と各層に渡
って繋げていくことによって求める．したがって，音線の軌跡を求めるときは，
先ず音速傾度一定の円弧の軌跡を求める計算式を明らかにしなければならない．
本節では，音速傾度一定のときの円弧の軌跡を求める理論式および円弧を伝搬
するときの伝搬時間を求める理論式を示す．  
	 Fig. B.1 に示すように，入射角 α1（または θ1），屈折角を α2（または θ2）とす
ると，スネルの法則 (Snell’s law) は以下の通りである． 
                                                  (B.1) 
または， 
sinα1
c1
=
sinα2
c2
=
1
a
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c1 
c2 
α1 
α2 
θ1 
θ2 
                                                   (B.2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここに c1 と c2 は伝搬媒体 1 と 2 の音速である．また，a をスネルの定数という
[B1]． 
	 Fig. B.2 の左側に示すように，水深 y に対する音速分布を c(y)とする（ここで
は参考文献に倣って水深の記号を y とする）．音速傾度 g は次式で与えられる． 
                                                         (B.3) 
式 (B.3) を積分して c(y)を求める．このとき c(y)が直線的に減少してゼロとなる
水深を y の原点に選べば，音速分布 c(y)は以下のように表すことができる． 
                                                        (B.4) 
式 (B.4) にスネルの法則式 (B.2) を代入すると次式を得る． 
                                                        (B.5) 
式 (B.5) を θ で微分すると，次式を得る． 
dy = − a
g
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟sinθdθ                                                    (B.6) 
Fig. B.3 に示すように，音線の軌跡の水平方向を x 軸とすると， 
                                                         (B.7) 
cosθ1
c1
=
cosθ2
c2
=
1
a
dc(y)
dy
= g
c(y) = g ⋅ y
y = a
g
cosθ
dy
dx
= tanθ
Fig. B.1 スネルの法則 
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x 
y y 
0 
0 
音速 c(y) 
a 
a/g 
cp/g 
P cp 
R 
θp 
x 
y 
θ 
dx 
dy 
ds 
音線の軌跡 
音線の軌跡 
P′ θp′  
0 
となり，この関係を式 (B.6) に代入すると，次式を得る． 
dx = − a
g
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟cosθdθ
                                                   (B.8)
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. B.2 音速傾度が一定のときの円弧状の音線の軌跡 
Fig. B.3 音線の軌跡と x-y 座標系 
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式 (B.8) を θ について積分すると次式を得る． 
dx = − a
g
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟∫∫ cosθdθ  
                                                      (B.9) 
式 (B.9) は，音線の傾斜角 θ がゼロになる水平位置を x 軸の原点に選ぶことに
よって積文定数をゼロとしている．音線の傾斜角 θがゼロになるときの音速は，
式 (B.2)から a となる．よって，式 (B.5), (B.9) を 2 乗して加えれば次式を得る
[B1]． 
                                                    (B.10) 
式 (B.10) は，次式の半径 R の円の方程式を表しているので，Fig. B.2 に示すよ
うに音速傾度が一定の伝搬媒体の音線の軌跡は円弧となる． 
 R = a
g
=
cP
g cosθP
                                                 (B.11) 
ここに cP は P 点の音速，θP は P 点の方位角である．y 軸に対して音線の軌跡は
対象な円弧であるので，Fig. B.2 に示すように，P 点の y 軸に対する対象点 P′は
超音波が下方に向かって伝搬するときの様子を示していると考えられる． 
	 次に円弧状の音線の軌跡を伝搬するときの伝搬時間を求める．Fig. B.3 に示す
ように，音線の軌跡の微小長さ ds は次式で与えられる． 
                                                        (B.12) 
微小長さ ds を伝搬する時間 dt は次式で与えられる． 
dt = ds
c(y)
=
dy
c(y)sinθ
                                               (B.13) 
式 (B.2) から次式を得る． 
                                                      (B.14) 
                                                  (B.15) 
よって水深 y1 から水深 y2 の音線の軌跡の伝搬時間は式 (B.13), (B.15) から次式
x = − a
g
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟sinθ
x2 + y2 = a
g
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟
2
ds = dy
sinθ
cosθ = c(y)
a
sinθ = 1− c
2 (y)
a2
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で与えられる． 
t2 − t1 = dt =y1
y2∫ dy
c(y) 1− c
2 (y)
a2
y1
y2∫                                      (B.16) 
ここに t1, t2 は水深 y1 の伝搬時刻，水深 y2 の伝搬時刻をそれぞれ示す．式 (B.16) 
に式 (B.4) を代入すると次式を得る． 
t2 − t1 =
dy
gy 1− g
2 y2
a2
y1
y2∫ 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	    (B.17) 
ここで式 (B.17) を更に簡略化するために，次の数学公式を利用する[B2]． 
     ,  c > 0                     (B.18) 
式 (B.17) と式 (B.18) の文字が錯綜しているが，式 (B.17) と式 (B.18) を注意
深く比較すると，c = 1, a = g2/a2 の変換をすればよいことが分かる．よって式 
(B.17) は次式で与えられる． 
 
                                          (B.19) 
式 (B.19) が音速傾度一定の円弧の軌跡を伝搬するときの伝搬時間を表す式で
ある． 
 
B.3 俯角 θ の変化量と伝搬時間 
	 本節では具体的に音速傾度一定の音速分布を仮定したとき，俯角 θ の変化量
と伝搬時間を求める． 
	 Fig. B.4 に仮定した音速分布と音源 S と反射体 Tg の位置関係を示す．音源 S
dx
x c+ ax2
∫ = − 1
c
loge
c+ ax2 + c
x
⎡
⎣
⎢
⎢
⎤
⎦
⎥
⎥
t2 − t1 =
1
g
−loge
1− g
2 y22
a2
+1
y2
⎡
⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎤
⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
+ loge
1− g
2 y21
a2
+1
y1
⎡
⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎤
⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎧
⎨
⎪
⎪
⎩
⎪
⎪
⎫
⎬
⎪
⎪
⎭
⎪
⎪
=
1
g
loge
y2 1+ 1−
g 2 y21
a2
⎡
⎣
⎢
⎢
⎤
⎦
⎥
⎥
y1 1+ 1−
g 2 y22
a2
⎡
⎣
⎢
⎢
⎤
⎦
⎥
⎥
⎧
⎨
⎪
⎪⎪
⎩
⎪
⎪
⎪
⎫
⎬
⎪
⎪⎪
⎭
⎪
⎪
⎪
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は水深 0 m（海面）に位置し，俯角 θs = 60°で反射体に向け送信する．通常のド
プラ装置は 60 ~ 70°の俯角が使われる．反射体 Tg は水深 200 m に位置し，音源 S
からの入射波を音源に向け反射する．音速分布は水深 0 m で cs = 1500 m/s，水深
200 m で ct = 1470 m/s（海面に対して-2 %）とし，直線的に減少するもの（音速
傾度一定）とする．この音速傾度は，通常の海洋の音速傾度としては比較的大
きな値と考えられる．議論を簡単にするため，音源 S のみが移動速度 vs を有し，
反射体の移動速度 vt はゼロと仮定する．また，海中の流速もゼロと仮定する． 
 
B.3.1 往きの軌跡 
	 往きの軌跡と伝搬時間を求める． 
音速分布 c(y)は次式で与えられる． 
      (m/s)                              (B.20) 
よって，音速傾度 g = 0.15 となる． 
音源 S（海面）の y の値 ys は次式で与えられる． 
        (m)                                       (B.21) 
反射体 Tg の y の値 yt は次式で与えられる． 
         (m)                                       (B.22) 
スネルの定数 a は式 (B.2) から次式で与えられる． 
         (m/s)                                     (B.23) 
この場合の円弧の軌跡の半径 R は式 (B.11) から次式で与えられる． 
       
(m)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  	 (B.24) 
反射点の俯角 θt は，反射体位置の y の値が 9800 m となるように選べばよい．  
9800 = 20000sin(90−θt )                                              (B.25) 
よって，θt は次式で与えられる． 
θt = 60.66          (°)                                              (B.26) 
	 次に往きの伝搬時間 Δtf を求める．式 (B.19) に g = 0.15, a = 3000, y1 = yt = 9800, 
y2 = ys = 10000 を代入して，次式で与えられる． 
c(y) = (1500−1470)
200
y = 0.15y
ys =
1500
0.15
=10000
yt =
1470
0.15
= 9800
a = 1500
cos60
= 3000
R = a
g
=
3000
0.15
= 20000
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y 
音速 c(y) 
音源 S 
cs = 1500 m/s θs = 60° 
往きの軌跡 
反射体 Tg 
θt  ct = 1470 m/s 
帰りの軌跡 
     10000 
（水深 0 m） 
vs 
y 
x 
0 
       9800 
（水深 200 m） 
       (sec)                                           (B.27) 
 
B.3.2 帰りの軌跡 
	 前節で往きの軌跡の入射角 θt と伝搬時間 Δtf は決定したので，次に反射波の帰
りの軌跡を求める．Fig. B.4 に示すように，音源 S が水平方向に速度 vt で移動す
るとき音源 S の移動方向は，超音波ビームに俯角を与える方向に対して進行方
向（Fig. B.4 に示す場合）と反対方向の 2 つ場合が考えられる．vt が進行方向の
場合，反射波が移動している音源 S に到達するためには反射点での反射方向は
式 (B.26) の入射角 60.66°より大きな値となるはずである．一方，音源 S の移動
方向が反対方向の場合は，反射点での反射方向は 60.66°より小さい値となる．  
	 そこで，反射点での反射角 θt を 60.66°を中心に Δθt = -1.0 ~ 0.0 ~ +1.0°（0.1°ス
テップ）で変化させたとき，反射波が再び音源 S で受信される入射角 θs および
帰りの伝搬時間 Δtb を求めると，丁度帰りの伝搬時間 Δtb と往きの伝搬時間 Δtf
の和から音源の移動速度 vs を逆算できると考えられる．Table B.1 にそれらの計
算結果を示す．また，Fig. B.5 に音源の移動速度 vs と入射角 θs の関係を示す． 
 
	  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Δt f = 0.1550
Fig. B.4 音速分布と音源と反射体の位置関係 
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反射角度変
化 Δθt	(°)	
音源位置の受
信角度 θs	(°)	
俯角変化	
Δθs	(°)	
帰りの伝搬時間	
Δtb (sec)	
音源の移動速度	
vs (m/s)	
-1.00  58.97  -1.03  0.1566  -15.20  
-0.90  59.08  -0.92  0.1564  -13.67  
-0.80  59.18  -0.82  0.1563  -12.14  
-0.70  59.28  -0.72  0.1561  -10.62  
-0.60  59.38  -0.62  0.1560  -9.10  
-0.50  59.49  -0.51  0.1558  -7.58  
-0.40  59.59  -0.41  0.1556  -6.06  
-0.30  59.69  -0.31  0.1555  -4.54  
-0.20  59.79  -0.21  0.1553  -3.03  
-0.10  59.90  -0.10  0.1552  -1.51  
0.00  60.00  0.00  0.1550  0.00  
0.10  60.10  0.10  0.1549  1.51  
0.20  60.21  0.21  0.1547  3.02  
0.30  60.31  0.31  0.1545  4.53  
0.40  60.41  0.41  0.1544  6.03  
0.50  60.51  0.51  0.1542  7.54  
0.60  60.62  0.62  0.1541  9.04  
0.70  60.72  0.72  0.1539  10.54  
0.80  60.82  0.82  0.1538  12.04  
0.90  60.92  0.92  0.1536  13.54  
1.00  61.03  1.03  0.1535  15.04  
 
 
 
 
Table B.1 反射角度変化 Δθtに対する音源位置の受信入射角 θsと俯角変化 Δtbと帰り
の伝搬時間 Δtb および音源の移動速度 vs の変化 
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	 Table B.1 から，音源移動速度が 3.02 m/s の音源位置の受信入射角 θs が 60.21°
となっていることが分かる．音源移動速度 3.02 m/s は約 6 ノットの速度に相当
する．流速が速い黒潮でも 4 ノット程度であるので，この音源移動速度 3.02 m/s
は音源と反射体の相対速度としては速い場合と考えられる．この場合の送信時
の俯角 θs = 60°と受信時の俯角 θs = 60.21°の差 Δθs は 0.21°で，cosθ の値の差とし
ては， 
cos(60.21!)− cos(60!) = −0.003                                        (B.28) 
である．この値は送信時の cos (60°) = 0.5 に対する相対誤差（絶対値）として 0.6 %
に当たる．したがって，音線の曲がりに起因する俯角変化による測定誤差は，
大きな誤差要因とはならないことが分かる． 
	 上記の 0.6 %の相対誤差は単一ビームでドプラシフト測定を行なったときの
値であるが，ペアービーム方式では更に測定誤差が軽減される．フロントビー
ムのドプラシフト Δff は以下の式で与えられる． 
Δf f =
2 fvs
cs
cos(θs +Δθsf )                                              (B.29) 
ここに Δθsf は音線の曲がりによるフロントビームの俯角の変化量である．同様
に，リアービームのドプラシフト Δfr は以下の式で与えられる． 
59.2  
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
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Fig. B.5 音源の移動速度 vsと音源位置の受信入射角 θsの関係 
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Δfr =
2 fvs
cs
cos(180+θs −Δθsr ) = −
2 fvs
cs
cos(θs −Δθsr )                        (B.30) 
ここに Δθsr はリアービームの俯角の変化量である．よって，ペアービームの場
合のドプラシフトと音源移動速度 vs の関係は次式で与えられる． 
Δf f −Δfr =
4 fvs
cs
cosθs cosΔθs                                          (B.31) 
ここに Δθs = Δθsf = Δθsr とした．したがって，ペアービームの場合の相対誤差 ε
は次式で与えられる． 
ε = cosΔθs −1                                                     (B.32) 
	 式 (B.32) から俯角変化による測定誤差は cosΔθs で発生することが分かる．例
えば，Table B.1の音源移動速度 3.02 m/sの場合 cos (0.21°) = 0.99999となるので，
ペアービームでは測定誤差は殆ど発生しない． 
	 ペアービーム方式は音線の曲がりの影響を抑制する効果もあることが分かる． 
音線の曲がりによる俯角の変化の様子は，フロントビームとリアービームで大
きさは略等しく，同じ方向に変化するので，等価的にペアービームの張る平面
内で微小のピッチング（あるいはローリング）が発生している場合と解釈でき
る． 
 
B.4 まとめ 
	 超音波ビームの方向を海面に対して俯角 θ を与えて送受信するドプラ装置で
は，伝搬に伴う音線の曲がりによって送信時のビームの俯角と受信時のビーム
の俯角（受信波の到来方向）に違いが発生する．この俯角の相違が測定誤差に
与える影響について検討した．音速傾度一定の伝搬媒体中を伝搬するときの音
線の軌跡が円弧となる理論式を示し，その理論式を使って音速傾度を具体的に
仮定したときの俯角の変化量を求めた．その結果，俯角の変化は僅かで測定精
度には大きな影響を与えないことが分かった．特にペアービーム方式を採用す
ると，俯角変化の影響は無視できるほどに軽減されることを示した． 
 
参考文献 
[B1] 実吉純一，菊池喜充，能木乙彦，超音波技術便覧（改訂版），日刊工業新聞，
59-62 (1978). 
[B2] Clarence S. Clay and Herman Medwin, Acoustical Oceanography: Principles and 
Applications, John Wiley & Sons, 371 (1977). 
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付録 C：実証実験の実測値 
 
	 本文 Fig. 4.11, Fig. 4.12 および Fig. 4.13 に示した実証実験結果の実測データを
示す． 
 
 
  
vt = 0.0 (m/s) vt = 0.72 (m/s) vt = 1.58 (m/s) vt = 2.41 (m/s) 
Δf  (Hz) Δf  (Hz) Δf  (Hz) Δf  (Hz) 
1 -17.8  1368.2  3206.4  4784.9  
2 2.2  1451.6  3136.5  4864.9  
3 -10.5  1458.1  3190.9  4834.9  
4 2.2  1398.1  3226.4  4884.8  
5 9.4  1428.1  3166.5  4840.2  
6 -37.8  1428.1  3236.4  4764.9  
7 12.2  1508.0  3016.6  5000.1  
8 -7.8  1401.6  3116.5  5024.7  
9 -0.6  1431.6  3146.5  4850.2  
10 -0.6  1348.2  3236.4  4874.8  
11 -7.8  1391.6  3166.5  4725.0  
12 2.2  1508.0  3186.4  4854.9  
13 -0.6  1431.6  3181.5  4745.0  
14 -7.8  1448.1  3186.4  4800.2  
15 2.2  1391.6  3246.4  4725.0  
16 -10.5  1391.6  3068.3  4864.9  
17 -17.8  1381.6  3168.6  4804.9  
18 2.2  1451.6  3090.9  4811.2  
19 2.2  1478.1  3181.5  4844.9  
20 -20.5  1448.1  3226.4  4824.9  
平均値 -5.3  1427.2  3169.1  4836.3  
標準偏差 11.4  42.3  58.4  74.9  
 
Table C.1 ターゲット移動速度 vtを変化させたときのドプラシフト Δf の測定値 
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11.4 (℃) 25.5 (℃) 39.6 (℃) 52.2 (℃) 
Δf  (Hz) Δf  (Hz) Δf  (Hz) Δf  (Hz) 
1 4904.8  4771.2  5041.1  4791.2  
2 4730.2  4864.9  4717.1  4926.9  
3 4764.9  4941.1  4757.0  4896.9  
4 4854.9  4944.8  4767.0  4931.1  
5 4914.8  4901.1  4951.1  4846.9  
6 4900.1  4851.2  4881.1  4926.9  
7 4884.8  4804.9  4741.2  4741.2  
8 4871.1  4841.2  4821.2  4841.2  
9 4914.8  4976.8  4761.2  4931.1  
10 4725.0  4971.1  5044.7  4946.9  
11 4984.7  4781.2  4781.2  4735.0  
12 4911.1  4787.0  4891.1  4665.0  
13 5030.1  4821.2  4881.1  4657.1  
14 4891.1  4831.2  4850.2  4807.0  
15 4854.9  4777.0  4817.0  4876.9  
16 4851.2  4861.2  4804.9  4896.9  
17 4830.2  4974.8  4961.1  4906.9  
18 4934.8  4854.9  5016.8  4861.2  
19 4760.2  4804.9  4671.2  4791.2  
20 4951.1  4787.0  4881.1  4761.2  
平均値 4873.3  4857.4  4851.9  4836.9  
標準偏差 78.7  68.9  105.6  87.4  
 
 
 
 
 
Table C.2 トランスデューサ水槽温度を変化させたときのドプラシフトΔfの測定
値 
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10.2 (℃) 24.8 (℃) 39.0 (℃) 51.7 (℃) 
Δf  (Hz) Δf  (Hz) Δf  (Hz) Δf  (Hz) 
1 5060.1  4715.0  4701.2  4614.4  
2 5484.3  4611.2  4761.2  4916.9  
3 5044.7  4950.1  4600.3  4605.1  
4 5000.1  4850.2  4625.1  4794.9  
5 4980.1  4695.0  4774.9  4637.1  
6 4850.2  4794.9  4864.9  4787.0  
7 4914.8  4720.2  4864.9  4911.1  
8 4980.1  4804.9  4687.1  4961.1  
9 4894.8  4755.0  4715.0  4605.1  
10 4770.2  4804.9  4421.3  4575.1  
11 4904.8  4800.2  4601.2  4241.3  
12 4860.2  4807.0  4585.1  4836.9  
13 4980.1  4860.2  4764.9  4727.1  
14 4755.0  4894.8  4784.9  4807.0  
15 4755.0  4780.2  4760.2  4811.2  
16 4840.2  5131.1  4750.2  4601.2  
17 4821.2  4864.9  4934.8  4665.0  
18 4844.9  4585.1  4791.2  4605.1  
19 4980.1  4774.9  4871.1  4807.0  
20 4934.8  4710.2  4727.1  4931.1  
平均値 4932.8  4795.5  4729.3  4722.0  
標準偏差 154.8  115.9  117.1  165.8  
 
 
 
 
 
 
Table C.3 ターゲット水槽温度を変化させたときのドプラシフト Δf の測定値 
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付録 D：3 次方程式の解の公式 
 
次の 3 次方程式を考える． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  	 	                (D.1) 
両辺を a で割る． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	                （D.2） 
次式のように，x から y に変換する． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	               （D.3） 
すると，次式のように，y2 の項が消える． 
	 	 	 	                   （D.4） 
この式の y の 1 次の係数を p，定数項を q とすると， 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	               	 （D.5） 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	                	 	 (D.6) 
式 (D.4) は次式のようになる． 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	              	 (D.7) 
この式の解は次式で与えられる[D1]． 
	 	 	 	              	 (D.8) 
最終的には，y を式 (D.3) に代入して解 x が得られる． 
 
 
参考文献 
[D1] 中村	 亨，ガロアの群論	 方程式はなぜ解けなかったのか，ブルーバック
ス，B-1684 (2010). 
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付録 E：相関流速計の原理式の導出 
 
	 Fig. E.1 に相関方式の測定原理を示す．送波器 Tx と間隔 s 離れた 2 つの受波器
Rx1, Rx2 が x 軸上に固定されている．水深 z0 の反射体（海中のプランクトンやマ
リンスノーなどの浮遊物）が送受波器アレイ (Tx, Rx1, Rx2) に対して水平方向に
相対速度 vt で移動しているとする．送波器 Tx から図に示すように，送信間隔 τ
で 2 つ超音波パルス (P1, P2) が送信される． ここで，受波器 Rx1 で受信された
初めの送信パルス P1 のエコー波形と受波器 Rx2 で受信された 2 つ目の送信パル
ス P2 のエコー波形について注目する． 
	 反射体の移動速度 vt は時間に無関係に定常的であると仮定する．Fig. E.1 に示
すように，送信間隔 τ の間に反射体は vtτ 移動することになる．送信パルス P1
の伝搬路を Ray1，送信パルス P2 の伝搬路を Ray2 とする．Ray1 の送信時の俯角
を α，受信時の俯角を β，Ray2 の送信時の俯角を α′，受信時の俯角を β′とする． 
	 反射体の水深 z0は，送波器Txと受波器Rx1の間隔 dおよび 2つの受波器Rx1, Rx2
の間隔 s と比較して，十分に大きいと仮定すると，次式が満たされる． 
α ≅ ʹα ≅ β ≅ ʹβ                                                       (E.1) 
このとき，Ray1 と Ray2 の伝搬路長を比較すると，差は図中赤の破線で示した，
反射点近傍と受信点近傍で発生することが分かる．それらの差を δl1，δl2 とする
と，次式で与えられる． 
δl1 = vtτ cosα 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	       (E.2) 
δl2 = scos ʹβ                                                        (E.3) 
反射点では差が往復で発生しているので，2δl1 の差が発生していることに注意を
要する． 
	 さて，Ray1 と Ray2 の伝搬路長が等しくなるとき，受波器 Rx1 で受信された初
めの送信パルス P1 のエコー波形と受波器 Rx2 で受信された 2 つ目の送信パルス
P2 のエコー波形の間に強い相関が発生すると考えられる．すなわち，以下の条
件を満たすとき強い相関が現れる． 
2vtτ cosα = scos ʹβ                                                   (E.4) 
よって，式 (E.4) に式 (E.1) を代入して次式が得られる[E1]． 
2vtτ = s 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	    	 (E.5) 
式 (E.5) は本文の式 (5.3) に等しい． 
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参考文献 
[E1] P. N. Denbigh, “Ship velocity determination by Doppler and correlation 
techniques,” IEE Proc. 131-Part F(3), 315-326 (1984). 
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付録 F：相関流速計の流速測定誤差の標準偏差 σv の計算例 
 
	 本文の式 (5.24) に示す相関流速計の流速測定誤差の標準偏差 σv について，以
下の条件を設定した場合の値をソーナ方程式を用いて具体的に求める． 
(i) 使用周波数 f 
流速の測定深度をある程度確保するために低い周波数の 100 kHz とする． 
(ii) 音波吸収損失 α 
αは次式を使って 0.0341 dB/m とする[F1]． 
α = f 2 3.01×10−4 + 43.7
4100+ f 2
+
0.109
1+ f 2
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟×10−3         (dB/m)                (F.1) 
ここに f は超音波周波数 [kHz]． 
(iii) 背景雑音スペクトルレベル SPL 
SPL は，参考文献[F2]の Fig.4.2.4 から，海況が荒れているときの値 40 (dB re 
1µPa2/Hz)とする． 
(iv) 海中微小浮遊物の体積散乱強度 sv 
sv は，140 kHz の事例から同じ値 -80 dB を流用する[F3]． 
(v) 測定水深 z 
流速の測定水深である超音波伝搬距離 z は 100 m とする． 
(vi) トランスデューサ （送波器，受波器）の等価ビーム幅 Ψ 
円形ピストンの等価ビーム幅 Ψは，全ビーム幅 (-3dB) を 30°として，そのラデ
ィアン角から 0.214 とする． 
(vii) 送波音圧レベル SL 
送波音圧レベル SL は，ビーム幅 30°の広さを考慮して，経験的に 210 (dB re 1µPa 
at 1m) とする． 
 
	 以上を仮定すると，水深 100 m にあるターゲット（海中微小浮遊物）から反
射して帰ってくる受信エコーの信号レベルRLは本文の式 (2.15)から次式で与え
られる． 
RL = SL+10log(sv )+10log
cT
2
r0
2Ψ
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟− 40log r0 − 2αr0
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= 210−80+10log 1500×10×10
−3
2
×1002 ×0.214
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟− 40log(100)− 2×0.0341×100  
= 85.3          (dB)                                                (F.2) 
ここに，送信パルス幅 T = 10 ms，音速 c = 1500 m/s とした．頂角 30°の円錐の立
体角は 0.214（ステラディアン）とした． 
	 一方雑音レベル NL は次式で与えられる． 
NL = 40+10log(B)−DI = 40+10log(2000)−14.7 = 58.3       (dB)           (F.3) 
ここに，受信機帯域幅 B = 2 kHz とした．DI は受波器（ビーム幅 30°，立体角 0.214）
の等方性雑音に対する指向性利得である．よって SNR は式 (F.2), (F.3) から次式
で与えられる． 
SNR = 85.3−58.3= 27.0         (dB)                                   (F.4) 
27 dB をリニアースケールに戻すと，22.4 を得る． 
	 次に，上記の SNR = 22.4 を 以下に示す式（本文の式 (5.24)）に具体的に代入
して，流速測定誤差の標準偏差 σv を求める． 
σ v =
W
4τ πN
1+ 1
SNR
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
  = 0.03
4×0.1× π ×100
1+ 1
22.4
⎛
⎝
⎜
⎞
⎠
⎟= 0.0044          (m/s)                    (F.5) 
ここに W = 0.03 m は全ビーム幅 (-3dB) が 30°となる円形ピストン音源の直径で
ある[F4]．また，2 つのパルスの送信間隔 τ = 0.1s (100 ms)，繰り返し測定回数 N 
= 100 とした． 
	 以上述べてきたように，一つの具体的条件を与えたときの相関流速計の流速
測定誤差の標準偏差 σv を計算した．得られた値の 4 mm/s の標準偏差は，相対的
な流速 4 m/s（約 8 ノットに相当）の 0.1 %に当たる． 
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